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第１章 調査の概要 
 

第１節 調査の目的  

調査は、秋田県内で排出される産業廃棄物の発生及び処理の状況を調査し、産業廃棄

物の発生量、処理量及び処理方法等を把握することを目的に実施した。  

 

 

第２節 調査に関する基本的事項  

１ 調査対象期間  

令和 4 年 4 月 1 日から令和 5 年 3 月 31 日までの 1 年間 

 

２ 調査対象廃棄物  

調査対象廃棄物は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 2 条第 4 項及び第 2 条第 5

項、同法施行令第 2 条及び第 2 条の 4 に定める表 1-2-1 及び表 1-2-2 の産業廃棄物とし

た。 

なお、これらの産業廃棄物のうち、汚泥、廃油、廃プラスチック類、がれき類につい

ては、廃棄物の性状に応じて種類をさらに区分した。  

 

表 1-2-1 産業廃棄物の区分 

 調査対象廃棄物 細区分化の例等 

1 燃え殻  

2 汚泥 有機性汚泥、無機性汚泥 

3 廃油 一般廃油、廃溶剤、その他 

4 廃酸  

5 廃アルカリ  

6 廃プラスチック類 廃プラスチック、廃タイヤ 

7 紙くず  

8 木くず  

9 繊維くず  

10 動植物性残さ  

11 動物系固形不要物  

12 ゴムくず  

13 金属くず  

14 
ガラスくず、コンクリートくず及び

陶磁器くず 

※本報告書における図表では「ガラス陶磁器くず」

と略した 

15 鉱さい  

16 がれき類 コンクリート片、廃アスファルト、その他 

17 動物のふん尿  

18 ばいじん  

19 
上記の産業廃棄物を処分するため

に処理したもの 
コンクリート固形化物等 
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表 1-2-2 特別管理産業廃棄物の区分 

 調査対象廃棄物 細区分化の例 

1 廃油 揮発油類、灯油類、軽油類 

2 廃酸 pH が 2.0 以下の廃酸 

3 廃アルカリ pH が 12.5 以上の廃アルカリ 

4 感染性産業廃棄物 

5 特定有害産業廃棄物 

 

また、次の有償物、廃棄物等については、それぞれ記載のとおり取り扱うこととした。  

（１）法令上廃棄物とならない有償物も今後の社会状況の変化によっては産業廃棄物とな

る可能性があるため、今回の調査対象に含めた。  

（２）紙くず、木くず、繊維くず、動植物性残さ及び動物系固形不要物については、廃棄

物の処理及び清掃に関する法律施行令第 2 条で、産業廃棄物となる業種が指定され

ている。このため、指定された業種以外の事業所から発生した紙くず、木くず、繊

維くず、動植物性残さ及び動物系固形不要物については、原則として事業系一般廃

棄物とし、調査対象から除外した。ただし、貨物の流通のために使用したパレット

に係る木くずは、産業廃棄物として取り扱われるため、パレットに係る木くずはす

べての業種で産業廃棄物として集計した。  

（３）酸性又はアルカリ性の排水であって、これを公共用水域へ放流することを目的とし

て事業所で中和処理を行っている場合には、中和処理後に生じた汚泥（沈でん物）

を調査対象廃棄物とし、脱水前の量を発生量とした。  

（４）自社で廃棄物を焼却処理した場合は、焼却処理前の廃棄物を発生量とし、焼却処理

後は自己中間処理後量として計上した。  

 

３ 調査対象業種  

調査対象業種は、日本標準産業分類（[平成 25 年 10 月改訂]総務省）に記載された分

類を基本に、産業廃棄物の排出量等を勘案し、表 1-2-3 の業種とした。 

なお、本報告書では、業種の名称を一部省略して用いた。 
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表 1-2-3 調査対象業種 

日本標準産業分類 略   称 

建設業 建設業 

製造業 

食料品製造業 

飲料・たばこ・飼料製造業 

繊維工業 

木材・木製品製造業（家具を除く） 

家具・装備品製造業 

パルプ・紙・紙加工品製造業 

印刷・同関連業  

化学工業 

石油製品・石炭製品製造業 

プラスチック製品製造業 

ゴム製品製造業 

なめし革・同製品・毛皮製造業 

窯業・土石製品製造業 

鉄鋼業 

非鉄金属製造業 

金属製品製造業 

はん用機械器具製造業 

生産用機械器具製造業 

業務用機械器具製造業 

電子部品・デバイス・電子回路製造業 

電気機械器具製造業 

情報通信機械器具製造業   

輸送用機械器具製造業 

その他の製造業 

製造業 

食料品 

飲料・飼料 

繊維 

木材 

家具 

パルプ・紙 

印刷 

化学 

石油・石炭 

プラスチック 

ゴム 

皮革 

窯業・土石 

鉄鋼 

非鉄金属 

金属 

はん用機器 

生産用機器 

業務用機器 

電子部品 

電気機器 

情報通信機器 

輸送機器 

その他 

電気・ガス・熱供給・水道業 

電気業 

ガス業 

上水道業 

下水道業 

電気・水道業 

電気業 

ガス業 

上水道業 

下水道業 

 

 

４ 調査対象地域  

本調査では、秋田県内全域を調査対象とし、次の構成市町村により４地域とした。  

 

表 1-2-4 地域区分 

地 域 名 構 成 市 町 村 

秋田市 秋田市 

県北地域 
能代市、大館市、鹿角市、北秋田市、小坂町、上小阿仁村、藤里町、 

三種町、八峰町 

県央地域 
男鹿市、由利本荘市、潟上市、にかほ市、五城目町、八郎潟町、井川町、

大潟村 

県南地域 横手市、湯沢市、大仙市、仙北市、美郷町、羽後町、東成瀬村 
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５ 排出量及び処理状況の流れ図  

調査の集計結果は、図 1-2-1 の排出量及び処理状況の流れ図に示した項目により、取

りまとめた。 

なお、図 1-2-1 における各項目の用語の定義は、表 1-2-5 のとおりである。  

(単位：千ｔ/年)

(A) (B) (S)

(E1) (R)

(C) (D) (E) (I)

(F) (H) (J)

(G)

(K)

(G1)自己未処理自己再生利用量

(G2)自己未処理自己最終処分量

(G3)自己未処理委託中間処理量

(G4)自己未処理委託直接最終処分量

(G5)自己未処理その他量

(L) (M) (M1)

(N) (M2)

(T) (O) (P) (Q)

発　生　量 有 償 物 量 資源化量

再生利用量
自己中間処理

後再生利用量

減量化量
委 託 直 接

最終処分量

排　出　量
自己中間

処理後量

自　　　己

減量化量

自　　　己

未処理量

委　 　　　託

中間処理量

委託中間

処理後量

委　　　託

減量化量

自　　 　　己

中間処理量

委託中間処理

後最終処分量

委託中間処理

後再生利用量

委　　　　託

最終処分量
最終処分量

自　　　　己

最終処分量

委　　　託

処  理  量

搬　出　量 そ の 他 量

 

図 1-2-1 排出量及び処理状況の流れ図 



 5 

表 1-2-5 排出量及び処理状況の流れ図の項目に関する用語の定義 

項  目 定        義 

(A)発生量 事業場内等で生じた産業廃棄物量及び有償物量 

(B)有償物量 
(A)の発生量のうち、中間処理されることなく、他者に有償で売却

した量(他者に有償売却できるものを自己利用した場合を含む) 

(C)排出量   (A)の発生量のうち、(B)の有償物量を除いた量 

(D)自己中間処理量 (C)の排出量のうち、自ら中間処理した廃棄物量で処理前の量 

(G)自己未処理量 (C)の排出量のうち、自己中間処理されなかった量 

 

(G1)自己未処理自己再生利用量 
(G)の自己未処理量のうち、他者に有償売却できないものを自ら利

用した量 

(G2)自己未処理自己最終処分量 (I)の自己最終処分量のうち、自己未処理で自己最終処分された量 

(G3)自己未処理委託中間処理量 (L)の委託中間処理量のうち、自己未処理で委託中間処理された量 

(G4)自己未処理委託直接最終処 

分量 

(O)の委託直接最終処分量のうち、自己未処理で委託直接最終処分

された量 

(G5)自己未処理その他量 (J)のその他量のうち、自己未処理でその他となった量 

(E)自己中間処理後量 (D)で中間処理された後の廃棄物量 

 (E1)自己中間処理後再生利用量 
(E)の自己中間処理後量のうち、自ら利用し又は他者に有償で売却

した量 

(F)自己減量化量 (D)の自己中間処理量から(E)の自己中間処理後量を差し引いた量 

(H)搬出量 (I)の自己最終処分量、(J)のその他、(K)の委託処理量の合計 

(I)自己最終処分量 自己の埋立地に処分した量 

(J)その他量 保管されている量、又は、それ以外の量 

(K)委託処理量 中間処理及び最終処分を委託した量 

(L)委託中間処理量 (K)の委託処理量のうち、処理業者等で中間処理された量 

(O)委託直接最終処分量 
(K)の委託処理量のうち、処理業者等で中間処理されることなく最

終処分された量 

(M)委託中間処理後量 (L)で中間処理された後の廃棄物量 

 
(M1)委託中間処理後再生利用量 

(M)の委託中間処理後量のうち、処理業者等で自ら利用し又は他者

に有償で売却した量 

(M2)委託中間処理後最終処分量 (M)の委託中間処理後量のうち、最終処分された量 

(N)委託減量化量 (L)の委託中間処理量から(M)の委託中間処理後量を差し引いた量 

(P)委託最終処分量 処理業者等で最終処分された量 

(Q)最終処分量 排出事業者と処理業者等の最終処分量の合計 

(R)再生利用量 排出事業者又は処理業者等で再生利用された量 

(S)資源化量 (B)の有償物量と(R)の再生利用量の合計 

(T)減量化量 排出事業者又は処理業者等の中間処理により減量された量 
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第３節 調査の方法  

１ 調査方法の概要  

調査は、「産業廃棄物排出・処理実態調査指針 改訂版（平成 22 年 4 月 環境省）」に

基づき、排出事業者へのアンケート調査（全数調査、標本調査）と既存資料（処分業者

による処分実績報告等）を用いた調査を組み合わせて産業廃棄物の排出量及び処理量を

把握する方法で行った。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-1 排出事業者へのアンケート調査等による方法  

 

○水道業は、浄水場及び下水処理場の全施設に対してアンケート調査を実施した。  

○水道業以外の業種は、抽出した事業者に対してアンケート調査を実施した。なお、

建設業と製造業においては、業種毎の活動量指標を用いて調査対象全体の産業廃棄

物の発生量を推計した。  

 

既存資料を用いた調査  

（処分業者による処分実績の  

報告等を参考に推計）  

発生量 

有償物量 

 

自己最終処分量 

全数調査及び標本調査  

（排出事業者へのアンケート調査）  

排出量 

 

自己減量化量 自己再生利用量 

 

委託量 

 

委託減量化量 委託中間処理量 委託再生利用量 

委託最終処分量 
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２ 標本調査について  

標本調査は、郵便配布及び郵便回収によるアンケート調査により実施した。  

回答を得た産業廃棄物の排出量及び処理状況に関する内容と産業廃棄物の排出量を説

明する活動量指標(製造品出荷額等)を基に、県内の産業廃棄物の排出量等を推定した。  

 

（１）標本抽出方法 

標本調査の抽出は、事業所母集団データベース（令和 3 年次フレーム）を基に、業

種別、従業者規模別、地域別に事業所を層別し、これらの各層ごとに実施した。  

 

表 1-3-1 標本抽出方法 

業 種 抽出方法等 

建設業 

○資本金 1 億円以上：全数抽出 

○資本金 1 億円未満：令和 4 年度産業廃棄物排出量が 1,000ｔ以上の

事業所を全数抽出 

製造業 

○従業者 50 人以上：全数抽出 

○従業者 50 人未満：令和 4 年度産業廃棄物排出量が 1,000ｔ以上の事

業所を全数抽出 

※ 上記に該当が無い業種等は、令和 2 年度秋田県産業廃棄物実態調

査・令和 4 年度秋田県産業廃棄物実態調査フォローアップ等調査に

より発生量のあった事業所から抽出 

電気・水道業 

○電気業は令和 2 年度秋田県産業廃棄物実態調査の対象事業所 

（風力及び地熱の廃棄物が発生しない事業は除く） 

○ガス業は令和 2 年度秋田県産業廃棄物実態調査の対象事業所 

○水道業は施設名簿より全数抽出 

 

（２）アンケート調査項目 

アンケート調査の項目は、活動量指標(製造品出荷額等)と廃棄物の排出量及び処理

状況に関するものとし、調査票の形式は、各業種で排出される廃棄物や処理状況の特

性を考慮して、次の 2 種類の調査票を作成した。 

○建設業 

○製造業及び電気・水道業 

 

各調査票における調査項目の詳細は、本報告書の巻末のとおりである。  



 8 

（３）排出原単位の算出と調査対象全体の排出量の推定方法  

１）排出原単位の算出  

排出原単位は、アンケート調査等によって得られた標本の業種別、種類別に集計し

た産業廃棄物量と、業種別の集計活動量指標から、図 1-3-2 の A 式により活動量指標

単位当たりの産業廃棄物排出量（排出原単位）を算出した。  

 

２）調査対象全体の排出量の推定方法  

１）で算出された排出原単位と、業種別の調査対象全体（母集団）における調査当

該年度の活動量指標を用いて、図 1-3-2 の B 式によって調査対象全体の産業廃棄物の

排出量を推定した。  

 

①  排出原単位の算出 

Ａ式 α＝Ｗ／Ｏ   α ：産業廃棄物の排出原単位 

            Ｗ ：標本に基づく集計産業廃棄物排出量 

           Ｏ ：標本に基づく集計活動量指標 

 

②  調査対象全体の発生量の推定方法 

Ｂ式 Ｗ’＝α×Ｏ’ Ｗ’：調査当該年度の推定産業廃棄物排出量 

           Ｏ’：調査当該年度の母集団の活動量指標 

 

図 1-3-2 排出原単位の算出と排出量の推定計算の概念図 

 

３）活動量指標  

本調査で推計に用いた活動量指標は、次のとおりである。  

 

表 1-3-2 業種別の活動量指標 

業 種 活動量指標 出 典 

建設業 元請完成工事高 
建設工事施工統計調査報告 令和 3 年度実績 

（国土交通省） 

製造業 製造品出荷額等 2022 年経済構造実態調査(経済産業省) 

電気・水道業 従業者数 令和 3 年経済センサス活動調査(総務省) 

※水道業は全数調査のため推定していない。 
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第４節 調査結果の利用上の留意事項  

１ 産業廃棄物の種類の区分  

本報告書では、産業廃棄物の種類を３段階で設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

中間処理により廃棄物の種類が変化する場合がある。この場合において、中間処理後

の変化した廃棄物の種類で記載した場合には「種類別：変換」と記載し、変化する前（発

生時）の廃棄物の種類で記載した場合には「種類別：無変換」と表現した。  

 

２ 建設業の地域別排出量等の推計方法  

建設業は他の業種と違い、事業所のある場所が廃棄物の排出場所ではなく、工事現場

が廃棄物の排出場所となっている。本調査では、建設業の各地域別の量を算出するため、

建設業における産業廃棄物の排出量全体を地域別の人口数の割合で按分して算出した。  

 

３ その他の業種の排出量等の推計方法  

建設業、製造業、電気・水道業以外の業種（その他の業種）は、令和 2 年度の秋田県

産業廃棄物実態調査報告書でとりまとめた結果をもとに、令和 3 年度経済センサス活動

調査（総務省）を用いて推計した値を令和 4 年度実績とした。 
 

その他の業種 

情報通信業、運輸業、卸・小売業、物品賃貸業、 

学術研究・専門サービス業、生活関連サービス業、 

教育・学習支援業、医療・福祉、サービス業 

 

４ 単位と数値に関する処理  

（１）単位に関する表示  

本報告書の調査結果表においては、すべて１年間の量であることを示すため、図表

の単位は「千 t/年」で表示しているが、文章中においては、原則として「千ﾄﾝ」で記

述している。  

（２）数値の処理  

本報告書に記載されている千ﾄﾝ表示の数値は、四捨五入しているために、総数と

個々の合計とは一致しないものがある。なお、表中の空欄は、1 ﾄﾝ/年以上の該当値が

なかったもの、「0」表示は、500 ﾄﾝ/年未満であることを示している。 

また、構成比(％)はﾄﾝ単位で算出しているため、四捨五入した千ﾄﾝ表示の数値で計

算した場合と一致しないものがある。 

１段階 発生時点の種類 

２段階 
排出事業者の中間処理により変化した処理後の種類 

 例；木くず→（焼却）→［燃え殻］ 
注）１段階時点の種類と排出事業者の中間処理方法を用いて推定した。  

３段階 
委託中間処理により変化した処理後の種類 
注）２段階時点の種類と委託中間処理方法を用いて推定した。  
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５ 特別管理産業廃棄物について  

本報告書は、特別管理産業廃棄物を含めた結果を産業廃棄物として記載している(例：

引火性廃油→廃油に含む、特定有害廃酸→廃酸に含む)。ただし、感染性産業廃棄物につ

いては、該当する産業廃棄物の種類がないため、「その他の産業廃棄物」に含めて集計し

た。 

 

６ 農業と鉱業から発生する産業廃棄物の取り扱い  

農業と鉱業から発生する産業廃棄物は、前回調査との整合性や秋田県循環型社会形成

推進基本計画の数値目標に含まれていないことなどから、第 4 章でのみ記載している。

第 4 章以外の推計結果には、県内の農業と鉱業から発生する産業廃棄物は含まれていな

い。 
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第５節 標本抽出・回収結果  

 

 秋田県内に所在する総事業所数 46,849 件（令和 3 年経済センサス活動調査）のうち、ア

ンケート調査の対象となったのは 8,067 事業所である。 

このうち、業種特性、規模別特性等を考慮し、設定された業種別、従業者規模別の抽出

率を基に、567 事業所（抽出率 7.0％）を抽出し、アンケート調査を実施した。 

 回収された調査票は 467 件（回収率 82.4％）であり、このうち、廃業及び休業等の理由

により無効となった調査票を除いた有効調査票は、457 事業所であった。 

 

標本抽出・回収結果 

総事業所数        ：46,849 事業所 

調 査 対 象 事 業 所数    ： 8,067 事業所 

アンケート送付事業所数：   567 事業所 

回答数         ：   467 事業所 

回収率         ：  82.4 ％ 

有効回答数      ：   457 事業所 

 

 標本抽出及び回収結果は、表 1-5-1 のとおりであり、表中の項目の説明は次のとおりで

ある。 

Ａ 調査対象事業所数 ：アンケート調査の対象とした業種の県内全体の事業所数 

Ｂ 抽出事業所数 ：調査対象事業所よりアンケート調査の対象として抽出した事業所数 

Ｃ 抽出率 ：Ｂ÷Ａ×100 

Ｄ 回収事業所数 ：アンケート調査票を送付し調査票が回収(返送)された事業所数 

Ｅ 回収率 ：Ｄ÷Ｂ×100 

Ｆ 有効調査票数 ：事業所の廃業及び休業等の理由により無効となった調査票を除いた 

  数 

Ｇ 集計活動量指標値 ：有効調査票より入力した各業種の活動量指標値（従業者数、元請完 

  成工事高、製造品出荷額等）の集計値 

Ｈ 母集団の活動量指標値 ：各業種の活動量指標値の県全体値（母集団値） 

Ｉ 指標カバー率 ：県全体（母集団）の活動量指標値に対する有効調査票による集計活 

  動量指標値の割合 Ｇ÷Ｈ×100 

Ｊ 集計廃棄物発生量 ：有効調査票より入力した各業種の廃棄物の発生量の集計値 

Ｋ 推定廃棄物発生量 ：各業種の廃棄物の発生量の推定値 

Ｌ 捕捉率 ：推定した廃棄物量に対する集計廃棄物量の割合 Ｊ÷Ｋ×100 

 (捕捉率はﾄﾝ単位で算出しているため、表 1-5-1 のＪ÷Ｋと一致し 

 ない場合がある。) 
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表 1-5-1 標本抽出・回収結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L)
調査対象
事業所数

抽出事業
所数

抽出率 回収事業
所数

回収率 有効調査
票数

集計活動
量指標値

指標カ
バー率

集計廃棄
物発生量

推定廃棄
物発生量

捕捉率

(B)÷(A) (D)÷(B) (G)÷(H) ＜千ｔ＞ ＜千ｔ＞ (J)÷(K)

合計 8,067 567 7.0% 467 82.4% 457 -- -- -- 2,250.8 2,787.6 80.7%

建設業 4,857 178 3.7% 142 79.8% 135 173,741 638,738 27.2% 278.9 722.6 38.6%

製造業 3,131 310 9.9% 246 79.4% 244 773,521 1,410,870 54.8% 881 974 90.4%

食料品 584 28 4.8% 18 64.3% 18 46,655 98,424 47.4% 21.8 32.6 67.0%

飲料・飼料 84 5 6.0% 4 80.0% 4 9,607 19,268 49.9% 3.5 4.0 87.9%

繊維 376 26 6.9% 22 84.6% 22 18,077 35,033 51.6% 2.2 2.4 90.9%

木材 249 11 4.4% 9 81.8% 9 33,751 80,912 41.7% 119.7 126.9 94.3%

家具 172 5 2.9% 4 80.0% 4 2,355 8,408 28.0% 0.4 1.4 28.0%

パルプ・紙 25 5 20.0% 2 40.0% 2 31,586 31,586 100.0% 480.4 480.4 100.0%

印刷 147 5 3.4% 5 100.0% 5 2,411 9,769 24.7% 0.3 1.0 24.6%

化学 25 6 24.0% 6 100.0% 6 44,650 67,555 66.1% 8.7 10.7 81.9%

石油・石炭 30 5 16.7% 4 80.0% 4 2,424 6,176 39.3% 0.2 0.6 39.2%

プラスチック 73 9 12.3% 8 88.9% 8 14,096 27,934 50.5% 5.2 7.6 68.8%

ゴム 17 5 29.4% 4 80.0% 4 2,384 4,439 53.7% 0.2 0.4 53.6%

皮革 60 5 8.3% 3 60.0% 3 184 1,029 17.9% 0.0 0.0 17.9%

窯業・土石 128 18 14.1% 18 100.0% 18 11,823 42,521 27.8% 32.0 68.5 46.7%

鉄鋼 41 7 17.1% 6 85.7% 6 16,826 23,372 72.0% 11.7 14.1 82.9%

非鉄金属 26 11 42.3% 10 90.9% 9 74,882 77,556 96.6% 150.1 150.4 99.8%

金属 253 27 10.7% 22 81.5% 21 37,709 77,636 48.6% 5.7 11.4 49.6%

はん用機器 63 6 9.5% 4 66.7% 4 3,937 13,796 28.5% 0.2 0.7 28.5%

生産用機器 213 31 14.6% 25 80.6% 25 63,134 134,308 47.0% 6.5 11.9 55.0%

業務用機器 47 18 38.3% 16 88.9% 16 76,955 100,862 76.3% 9.5 12.3 77.4%

電子部品 130 44 33.8% 33 75.0% 33 213,380 436,896 48.8% 17.1 27.7 61.8%

電気機器 75 12 16.0% 8 66.7% 8 14,661 29,287 50.1% 0.7 1.3 50.0%

情報通信機器 15 5 33.3% 4 80.0% 4 7,553 7,553 100.0% 0.2 0.2 100.0%

輸送機器 44 11 25.0% 9 81.8% 9 42,574 64,360 66.1% 4.9 7.8 63.8%

その他 254 5 2.0% 2 40.0% 2 1,907 12,190 15.6% 0.0 0.1 15.8%

電気・水道業 79 79 100.0% 79 100.0% 78 -- -- -- 1,090.7 1,090.7 100.0%

電気業 13 13 100.0% 13 100.0% 12 -- -- -- 598.9 598.9 100.0%

ガス業 3 3 100.0% 3 100.0% 3 -- -- -- 0.0 0.0 100.0%

上水道業 27 27 100.0% 27 100.0% 27 -- -- -- 57.6 57.6 100.0%

下水道業 36 36 100.0% 36 100.0% 36 -- -- -- 434.2 434.2 100.0%

（活動量指標の内容）建設業：元請完成工事高（百万円）　製造業：製造品出荷額等（百万円）

母集団の
活動量指

標値
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第２章 調査結果 
 

令和 4 年度に秋田県で発生した産業廃棄物の推計結果は以下のとおりである。 

なお、情報通信業等のその他の業種については、今年度は標本調査の対象ではないため、

令和 2 年度の秋田県産業廃棄物実態調査報告書でとりまとめた結果をもとに、令和 3 年度

経済センサス活動調査（総務省）を用いて推計した。 

 

第１節 結果の概要  

発生量は 2,812 千ﾄﾝで、有償物量は 262 千ﾄﾝ、有償物量を除いた排出量は 2,550 千ﾄﾝ、

搬出量は 1,508 千ﾄﾝとなっている。 

 

表 2-1-1 発生・排出、処理状況 

（単位：千ｔ/年）

発生量 有償物量 排出量 搬出量

2,812 262 2,550 1,508

(100.0%) (9.3%) (90.7%) (53.6%)

※搬出量とは、排出事業所内で減量（再生利用又は中間処理による減量化量）

　された量を除いたもの。

　（　）内のパーセントは発生量に対する割合である。  

 

 

令和 4 年度の排出量に対する再生利用量の割合（以下、再生利用率という）は 41.9 ％、

減量化量の割合(以下、減量化率という)は 42.6 ％、最終処分量の割合(以下、最終処分

率という)は 15.5％となっている。 

 

表 2-1-2 処理・処分状況 

（単位：千ｔ/年）

排出量 再生利用量 減量化量 最終処分量 その他量

2,550 1,069 1,087 395 0

(100.0%) (41.9%) (42.6%) (15.5%) (0.0%)

※（　）内のパーセントは排出量に対する割合である。
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第２節 排出状況  

１ 種類別の排出状況 

排出量を種類別にみると、汚泥が 1,117 千ﾄﾝ

（43.8％）で最も多く、次いで、がれき類が 569

千ﾄﾝ（22.3％）、以下、その他の産業廃棄物が

398 千ﾄﾝ（15.6％）、鉱さいが 147 千ﾄﾝ（5.8％）、

木くずが 80 千ﾄﾝ（3.1％）等となっている。 

その他の産業廃棄物の割合が高い要因として

は、令和 2 年 3 月から営業運転を開始した電気

業の石炭火力発電所が、ばいじんと燃え殻を一

緒に合わせた状態で排出する構造であり、混合

物（ばいじん、燃え殻）として排出されている

ためである。 

なお、汚泥は排出時においては多量であるが、

排出事業者自らによる脱水、乾燥、焼却等の処理

により大幅に減量されるため、搬出量ベースでみ

ると 145 千ﾄﾝ（9.6％）となる。  
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種類：無変換

(千t/年)
合計 燃え殻 汚泥 廃油 廃酸

廃アル
カリ

廃ﾌﾟﾗｽ
ﾁｯｸ類

紙くず 木くず
繊維
くず

動植物
性残さ

動物系
固形不

要物

ゴム
くず

金属くず
ガラス陶
磁器くず

鉱さい がれき類 ばいじん
その他
の産業
廃棄物

2,812 47 1,211 19 7 9 45 10 181 0 7 3 0 48 61 147 569 33 415
(100%) (1.7%) (43.0%) (0.7%) (0.3%) (0.3%) (1.6%) (0.4%) (6.4%) (0.0%) (0.3%) (0.1%) (0.0%) (1.7%) (2.2%) (5.2%) (20.2%) (1.2%) (14.8%)

2,550 33 1,117 16 7 9 43 10 80 0 7 3 0 19 59 147 569 33 398
(100%) (1.3%) (43.8%) (0.6%) (0.3%) (0.4%) (1.7%) (0.4%) (3.1%) (0.0%) (0.3%) (0.1%) (0.0%) (0.7%) (2.3%) (5.8%) (22.3%) (1.3%) (15.6%)

1,508 33 145 14 7 9 41 2 62 0 6 3 0 17 59 147 531 33 398
(100%) (2.2%) (9.6%) (0.9%) (0.5%) (0.6%) (2.7%) (0.1%) (4.1%) (0.0%) (0.4%) (0.2%) (0.0%) (1.1%) (3.9%) (9.8%) (35.2%) (2.2%) (26.4%)

発 生 量

排 出 量

搬 出 量
 

図 2-2-2 種類別の発生量、排出量、搬出量 

図 2-2-1 種類別排出量 
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２ 業種別の排出状況 

排出量を業種別にみると、電気・水道業が 966

千ﾄﾝ（37.9％）で最も多く、以下、製造業が 846

千ﾄﾝ（33.2％）、建設業が 715 千ﾄﾝ（28.0％）と

なっており、この 3 業種で排出量全体の 99.1％

を占めている。 

なお、電気・水道業と製造業から排出される

汚泥は、脱水等の自己中間処理により大幅に減

量されるため、搬出量でみると電気・水道業が

496 千ﾄﾝ（32.9％）、製造業が 315 千ﾄﾝ（20.9％）

となる。 
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業　種
(千t/年)

合計 建設業 製造業 電気・水道業 その他の業種

2,812 723 974 1,091 24
(100%) (25.7%) (34.6%) (38.8%) (0.9%)

2,550 715 846 966 23
(100%) (28.0%) (33.2%) (37.9%) (0.9%)

1,508 675 315 496 23
(100%) (44.7%) (20.9%) (32.9%) (1.5%)

排 出 量

搬 出 量

発 生 量

 

図 2-2-4 業種別の発生量、排出量、搬出量 

図 2-2-3 業種別排出量  
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23
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2,550

（千ｔ/年）



 16 

３ 業種別・種類別の排出状況 

業種別・種類別の排出量は、表 2-2-1 のとおりである。 

 

表 2-2-1 業種別・種類別の排出量 

(単位：千t/年)

業　種

種　類

2,550 715 846 966 23

(100%) (28.0%) (33.2%) (37.9%) (0.9%)

33 (1.3%) 0 10 22 0

1,117 (43.8%) 29 551 533 3

16 (0.6%) 0 14 0 2

7 (0.3%) 0 7 0

9 (0.4%) 9 0

43 (1.7%) 11 23 2 8

10 (0.4%) 1 9 0

80 (3.1%) 60 20 0 0

0 (0.0%) 0 0

7 (0.3%) 7

3 (0.1%) 3

0 (0.0%) 0 0 0

19 (0.7%) 10 4 3 2

59 (2.3%) 19 40 0

147 (5.8%) 147 0

569 (22.3%) 566 1 1 1

33 (1.3%) 2 31

その他の産業廃棄物 398 (15.6%) 18 1 373 6

（注1）表中の「0」は1ｔ以上500ｔ未満で、空欄は1ｔ未満。

（注2）千ｔ未満を四捨五入したため、内訳の計が合計に一致しないものがある。

動植物性残さ

その他の業種

合計

燃え殻

汚泥

廃油

廃酸

合計 建設業 製造業 電気・水道業

廃アルカリ

廃プラスチック類

紙くず

木くず

繊維くず

ばいじん

動物系固形不要物

ゴムくず

金属くず

ガラス陶磁器くず

鉱さい

がれき類
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４ 地域別の排出状況 

排出量を地域別にみると、秋田市が 1,194 千ﾄﾝ

（46.8％）で最も多く、以下、県北地域が 857 千

ﾄﾝ（33.6％）、県南地域が 285 千ﾄﾝ（11.2％）、県

央地域が 215 千ﾄﾝ（8.4％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

図 
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発生量 排出量 搬出量（千ｔ/年）

 

（単位：千ｔ/年）

合計 秋田市 県北地域 県央地域 県南地域

2,812 1,205 1,024 287 297
(100%) (42.9%) (36.4%) (10.2%) (10.6%)

2,550 1,194 857 215 285
(100%) (46.8%) (33.6%) (8.4%) (11.2%)

1,508 325 783 177 223
(100%) (21.5%) (51.9%) (11.8%) (14.8%)

発 生 量

排 出 量

搬 出 量
 

図 2-2-6 地域別の発生量、排出量、搬出量 

 

 

図 2-2-5 地域別排出量の内訳 
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第３節 処理状況  

１ 処理・処分状況の概要  

令和 4 年度の 1 年間に秋田県内で発生した産業廃棄物の発生量は 2,812 千ﾄﾝで、有償

物量は 262 千ﾄﾝ、排出量は 2,550 千ﾄﾝとなっている。 

排出量 2,550 千ﾄﾝのうち、排出事業者自らの中間処理による減量（978 千ﾄﾝ）及び再

生利用（64 千ﾄﾝ）を除いた搬出量は 1,508 千ﾄﾝ（排出量の 59.1％）となっている。 

搬出量 1,508 千ﾄﾝは、自己最終処分量（125 千ﾄﾝ）及び委託処理量（1,384 千ﾄﾝ）、保

管等のその他量(0 千ﾄﾝ)に区分される。 

委託処理量 1,384 千ﾄﾝのうち、業者中間処理による減量化量が 109 千ﾄﾝ、再生利用量

が 1,005 千ﾄﾝ、最終処分量が 270 千ﾄﾝとなっている。 

県内で排出した産業廃棄物は最終的に、減量化量が 1,087 千ﾄﾝ（排出量の 42.6％）、

再生利用量が 1,069 千ﾄﾝ（同 41.9％）、最終処分量が 395 千ﾄﾝ（同 15.5％）となってい

る。 

 

発 生 量 有 償 物 量 （単位：千t/年） 資 源 化 量

2,812 262 1,331

排 出 量

2,550 自 己 減 量 化 量 減 量 化 量

(100.0%) 978 自己中間処理後量104 のうち、 1,087

(38.3%) 49 は自己再生利用量へ（※1） (42.6%)

[1,081→104] 55 は搬出量へ（※2）

※1 自己再生利用量 再 生 利 用 量

64 1,069

 (2.5%) (41.9%)

※2 搬 出 量 そ の 他 量

1,508 委 託 処 理 量 109 (4.3%) 0

(59.1%) 1,384 (0.0%)

(54.2%) 1,005 (39.4%)

<1,161>

(　)：排出量に対する割合 自己最終処分量 270 (10.6%) 最 終 処 分 量

[  ]：自己中間処理量→残さ量 125 395

<　>：委託中間処理量 (4.9%) (15.5%)  

 

図 2-3-1 処理・処分状況 
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２ 種類別及び業種別にみた再生利用率、減量化率、最終処分率 

排出量に対する再生利用量、減量化量、最終処分量の構成比は、種類別にみると図

2-3-2 に示すとおりであり、業種別にみると図 2-3-3 に示すとおりである。 
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要
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合

 

合計 燃え殻 汚泥 廃油 廃酸
廃アル

カリ
廃ﾌﾟﾗｽ
ﾁｯｸ類

紙くず 木くず
繊維
くず

動植物性
残さ

動物系
固形不

要物

ゴム
くず

金属くず
ガラス陶
磁器くず

鉱さい がれき類 ばいじん
その他
の産業
廃棄物

2,550 33 1,117 16 7 9 43 10 80 0 7 3 0 19 59 147 569 33 398
(100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%)

1,069 10 38 2 2 5 21 1 72 0 7 2 18 45 6 561 3 275
 (41.9%)  (29.2%)  (3.4%)  (13.4%)  (27.4%)  (54.5%)  (49.2%)  (13.7%)  (91.0%)  (26.3%)  (97.8%) (81%)  (95.0%)  (75.8%)  (4.2%)  (98.6%)  (10.0%)  (69.0%)

1,087 1,031 14 5 4 12 8 6 0 0 0 0 0 6
 (42.6%)  (92.3%)  (84.6%)  (70.4%)  (44.6%)  (26.8%)  (85.1%)  (7.5%)  (30.6%)  (1.8%) (18%)  (80.0%)  (0.2%)  (1.5%)

395 23 47 0 0 0 10 0 1 0 0 0 0 1 14 141 8 30 117
 (15.5%)  (70.8%)  (4.2%)  (2.0%)  (2.2%)  (0.8%)  (24.0%)  (1.2%)  (1.5%)  (43.2%)  (0.4%) (1%)  (20.0%)  (4.7%)  (24.2%)  (95.8%)  (1.4%)  (90.0%)  (29.5%)

0 0 0 0
 (0.0%)  (0.0%)  (0.0%)  (0.0%)

（参考）

2,812 47 1,211 19 7 9 45 10 181 0 7 3 0 48 61 147 569 33 415
(100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%)

262 14 94 2 0 2 0 102 0 0 29 2 0 17
 (9.3%)  (29.5%)  (7.8%)  (12.2%)  (0.3%)  (4.1%)  (4.7%)  (56.1%)  (3.0%)  (16.7%)  (60.1%)  (2.6%)  (0.1%)  (4.1%)

発 生 量

有 償 物 量

種類：無変換
(千t/年)

注１）　廃油、廃酸、廃アルカリ等に最終処分量が表示されているが、実際には、中間処理により燃え殻となったものが最終処分されている。
　　　 　しかし、この表における再生利用量、最終処分量はこのような中間処理等による廃棄物の種類の変化を考慮していない。

そ の 他 量

最終処分量

減 量 化 量

再生利用量

排 出 量

 

図 2-3-2 種類別の排出量に対する再生利用量、減量化量、最終処分量の構成比 
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合計 建設業 製造業 電気・水道業 その他の業種

2,550 715 846 966 23
(100%) (100%) (100%) (100%) (100%)

1,069 647 118 295 9
(41.9%) (90.5%) (13.9%) (30.5%) (40.7%)

1,087 20 554 503 10
(42.6%) (2.8%) (65.5%) (52.0%) (41.8%)

395 47 175 168 4
(15.5%) (6.6%) (20.6%) (17.4%) (17.4%)

0 0
(0.0%) (0.1%)

（参考）

2,812 723 974 1,091 24
(100%) (100%) (100%) (100%) (100%)

262 8 128 124 2
(9.3%) (1.1%) (13.1%) (11.4%) (7.0%)

発 生 量

有 償 物 量

業　種
(千t/年)

そ の 他 量

最 終 処 分 量

減 量 化 量

再 生 利 用 量

排 出 量

 

図 2-3-3 業種別の排出量に対する再生利用量、減量化量、最終処分量の構成比 
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３ 自己中間処理状況 

自己中間処理量は 1,081 千ﾄﾝとなっており、排

出量の 42.4％を占めている。 

種類別に排出量に対する自己中間処理量の割合

でみると、汚泥が 90.5％で最も高く、次いで紙く

ずが 83.8％、ガラス陶磁器くずが 23.9％となって

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

42

90

14
6

84

3

19

10

24

7

58

100

10

86

100 100
94

16

97 100

81

100 100

90

76

100
93

100 100

0%

20%

40%

60%

80%

100%

自己中間処理量 自己未処理量

廃
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
類

動
物
系
固
形
不
要
物

排
出
量
に
対
す
る
割
合

燃
え
殻

汚
泥

廃
油

廃
酸

廃
ア
ル
カ
リ

紙
く
ず

木
く
ず

繊
維
く
ず

動
植
物
性
残
さ

ゴ
ム
く
ず

金
属
く
ず

鉱
さ
い

が
れ
き
類

全
種
類

ば
い
じ
ん

そ
の
他
の
産
業
廃
棄
物

ガ
ラ
ス
陶
磁
器
く
ず

排
出
量
に
対
す
る
割
合

 

種類：無変換
(千t/年)

合計 燃え殻 汚泥 廃油 廃酸
廃アル
カリ

廃ﾌﾟﾗｽ
ﾁｯｸ類

紙くず 木くず
繊維
くず

動植物
性残さ

動物系
固形不
要物

ゴム
くず

金属くず
ガラス陶
磁器くず

鉱さい
がれき
類

ばいじん
その他
の産業
廃棄物

2,550 33 1,117 16 7 9 43 10 80 0 7 3 0 19 59 147 569 33 398
(100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%)

1,081 1,010 2 0 3 8 2 1 2 14 39 0
(42.4%) (90.5%) (14.1%) (0.0%) (5.9%) (83.8%) (3.1%) (19.5%) (10.3%) (23.9%) (6.8%) (0.0%)

978 967 2 0 8 1 0 0
(38.3%) (86.6%) (13.7%) (0.0%) (80.5%) (1.2%) (0.2%) (0.0%)

1,469 33 107 14 7 9 41 2 77 0 6 3 0 17 45 147 530 33 398
(57.6%) (100%) (9.5%) (85.9%) (100%) (100%) (94.1%) (16.2%) (96.9%) (100%) (80.5%) (100%) (100%) (89.7%) (76.1%) (100%) (93.2%) (100%) (100%)

排 出 量

（自己減量化量）

自己未処理量

自己中間処理量

 

図 2-3-5 種類別の排出量に対する自己中間処理量、自己未処理量の構成比 

図 2-3-4 自己中間処理量及び 
自己未処理量の構成比  
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４ 委託処理状況 

 委託処理量は 1,384 千ﾄﾝであり、排出量の

54.2％を占めている。 

 種類別にみると、がれき類が 531 千ﾄﾝ（38.4％）

で最も多く、次いで、その他の産業廃棄物が 398

千ﾄﾝ（28.8％）、以下、汚泥が 127 千ﾄﾝ（9.2％）、

木くずが 62 千ﾄﾝ（4.5％）、ガラス陶磁器くずが

59 千ﾄﾝ（4.3％）となっている。 

委託処理量 1,384 千ﾄﾝのうち、委託直接最終処

分量は 222 千ﾄﾝ（委託処理量の 16.0％）、委託中

間処理量は 1,161千ﾄﾝ（同 83.9％）となっている。 
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種類：変換
(千t/年)

合計 燃え殻 汚泥 廃油 廃酸
廃アル

カリ
廃ﾌﾟﾗｽ
ﾁｯｸ類

紙くず 木くず
繊維
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動植物
性残さ

動物系
固形不

要物

ゴム
くず

金属くず
ガラス陶
磁器くず

鉱さい がれき類 ばいじん
その他
の産業
廃棄物

1,384 45 127 14 7 9 41 2 62 0 6 3 0 17 59 28 531 33 398
(100%)  (3.2%)  (9.2%)  (1.0%)  (0.5%)  (0.7%)  (2.9%)  (0.1%)  (4.5%)  (0.0%)  (0.4%)  (0.2%)  (0.0%)  (1.2%)  (4.3%)  (2.0%)  (38.4%)  (2.4%)  (28.8%)

222 19 17 7 0 1 0 0 0 11 22 4 29 113
(100%)  (8.6%)  (7.6%)  (3.0%)  (0.0%)  (0.3%)  (0.1%)  (0.0%)  (0.2%)  (4.7%)  (9.9%)  (1.6%)  (13.1%)  (50.9%)

1,161 26 111 14 7 9 34 1 62 0 6 3 0 17 49 6 528 4 285
(100%)  (2.2%)  (9.5%)  (1.2%)  (0.6%)  (0.8%)  (2.9%)  (0.1%)  (5.3%)  (0.0%)  (0.5%)  (0.2%)  (0.0%)  (1.4%)  (4.2%)  (0.5%)  (45.4%)  (0.3%)  (24.6%)

委託処理量

委 託 直 接
最終処分量

委 託 中 間
処 理 量  

図 2-3-7 種類別の委託処理量 

 

図 2-3-6 種類別委託処理量の構成比 

がれき類
531 

38.4%

その他の産業

廃棄物
398 

28.8%

汚泥
127 

9.2%

木くず
62 

4.5%

  ﾗｽ陶磁

器くず
59 

4.3%

燃え殻
45 

3.2%
その他

160 
11.6%

委託処理量
1,384

（千ｔ/年）



 23 

５ 最終処分状況 

最終処分量は 395 千ﾄﾝとなっており、排出量

の 15.5％を占めている。 

種類別にみると、鉱さいが 141 千ﾄﾝ（35.7％）

で最も多く、次いで、その他の産業廃棄物が 117

千ﾄﾝ（29.6％）、以下、汚泥が 42 千ﾄﾝ（10.5％）、

燃え殻が 32 千ﾄﾝ（8.0％）等となっている。 

最終処分量 395 千ﾄﾝの処理を主体別にみると、

排出事業者自らの自己最終処分量が 125 千ﾄﾝ

（最終処分量の 31.6％）、処理業者及び県等の

公共施設での委託最終処分量が 270 千ﾄﾝ（同

68.4％）となっている。 
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合計 燃え殻 汚泥 廃油 廃酸
廃アル

カリ
廃ﾌﾟﾗｽ
ﾁｯｸ類

紙くず 木くず
繊維
くず

動植物
性残さ

動物系
固形不

要物

ゴム
くず

金属くず
ガラス陶
磁器くず

鉱さい がれき類 ばいじん
その他
の産業
廃棄物

395 32 42 9 0 1 0 0 0 0 1 14 141 8 30 117
(100%)  (8.0%)  (10.5%)  (2.4%)  (0.0%)  (0.2%)  (0.0%)  (0.0%)  (0.0%)  (0.0%)  (0.2%)  (3.6%)  (35.7%)  (2.0%)  (7.6%)  (29.6%)

270 32 36 9 0 1 0 0 0 0 1 14 22 8 30 116
(100%)  (11.7%)  (13.2%)  (3.5%)  (0.0%)  (0.3%)  (0.1%)  (0.0%)  (0.0%)  (0.0%)  (0.3%)  (5.3%)  (8.2%)  (3.0%)  (11.1%)  (43.1%)

125 6 119
(100%)  (4.7%)  (95.3%)

最終処分量

委 託 最 終
処 分 量

自 己 最 終
処 分 量  

図 2-3-9 種類別の最終処分量 

図 2-3-8 種類別最終処分量の構成比 
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６ 再生利用状況 

再生利用量は 1,069 千ﾄﾝとなっており、排出量

の 41.9％を占めている。 

種類別にみると、がれき類が 561 千ﾄﾝ（52.5％）

で最も多く、以下、その他の産業廃棄物が 275 千

ﾄﾝ（25.7％）、木くずが 72 千ﾄﾝ（6.8％）、ガラス

陶磁器くずが 45 千ﾄﾝ（4.2％）、汚泥が 30 千ﾄﾝ

（2.8％）等となっている。 
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種類：変換
(千t/年)

合計 燃え殻 汚泥 廃油 廃酸
廃アル

カリ
廃ﾌﾟﾗｽ
ﾁｯｸ類

紙くず 木くず
繊維
くず

動植物
性残さ

動物系
固形不

要物

ゴム
くず

金属くず
ガラス陶
磁器くず

鉱さい がれき類 ばいじん
その他
の産業
廃棄物

1,069 21 30 2 0 4 21 1 72 0 7 2 18 45 6 561 3 275
(100%)  (2.0%)  (2.8%)  (0.2%)  (0.0%)  (0.4%)  (2.0%)  (0.1%)  (6.8%)  (0.0%)  (0.6%)  (0.2%)  (1.7%)  (4.2%)  (0.6%)  (52.5%)  (0.3%)  (25.7%)

262 14 94 2 0 2 0 102 0 0 29 2 0 17
(100%)  (5.2%)  (35.9%)  (0.9%)  (0.0%)  (0.7%)  (0.2%)  (38.8%)  (0.1%)  (0.0%)  (10.9%)  (0.6%)  (0.1%)  (6.5%)

1,331 35 124 4 0 4 23 1 174 0 7 2 0 47 46 6 561 3 292
(100%) (2.6%) (9.3%) (0.3%) (0.0%) (0.3%) (1.7%) (0.1%) (13.1%) (0.0%) (0.5%) (0.2%) (0.0%) (3.5%) (3.5%) (0.5%) (42.2%) (0.2%) (21.9%)

資 源 化 量

有 償 物 量

再生利用量

 

図 2-3-11 種類別の再生利用量 

図 2-3-10 種類別の再生利用量の構成比 
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７ 発生量及び処理状況の流れ図 

 発生した産業廃棄物の処理の流れは、図 2-3-12 に示すとおりである。 

(単位：千ｔ/年)
(A) (B) (S)

2,812 262 1,331

〈 100.0% 〉 〈 9.3% 〉 (E1) (R) 〈 47.3% 〉

自己中間処理

後再生利用量

49 1,069

《 1.9% 》 《 41.9% 》

(C) (D) (E) （G1）:15 (I)

自 己 自 己 中 間 自 己

中 間処 理量 処 理 後 量 最 終処 分量

2,550 1,081 104 125

〈 90.7% 〉 《 42.4% 》 《 4.1% 》 《 4.9% 》

《 100.0% 》 県内：125

(F) (H) 県外：0

自 己

減 量 化 量

978 1,508 (J)

《 38.3% 》 〈 53.6% 〉

(G) 《 59.1% 》

自 己 0

未 処 理 量 《 0.0% 》

1,469

《 57.6% 》
(G1)自己未処理自己再生利用量 15 (K)
(G2)自己未処理自己最終処分量 123 委 託
(G3)自己未処理委託中間処理量 1,115 処 理 量
(G4)自己未処理委託直接最終処分量 215 1,384
(G5)自己未処理その他量 0 《 54.2% 》

県内：1,077

県外：306

(L) (M) (M1)

委 託 委 託 中 間 委託中間処理

中 間処 理量 処 理 後 量 後再生利用量

1,161 1,052 1,005

《 45.5% 》 《 41.3% 》 《 39.4% 》

県内：858 (N) (M2)

県外：303 委 託 委託中間処理

減 量 化 量 後最終処分量

109 47
《 4.3% 》 《 1.9% 》

(T) (O) (P) (Q)

委 託 直 接 委 託

最 終処 分量 最 終処 分量

1,087 222 270 395

〈 38.6% 〉 《 8.7% 》 《 10.6% 》 〈 14.0% 〉

《 42.6% 》 県内：219 《 15.5% 》

県外：3

注1 1) 排出量等の数値は、t／年でとらえたデータを四捨五入し、千t／年で示した。
2) 〈　〉：発生量に対する割合
3) 《　》：排出量に対する割合

搬 出 量

発 生 量 有 償 物 量 資 源 化 量

再生利用量

排 出 量

そ の 他 量

注）上記の数値は、流れ図の各処理項目のうち、

　自己未処理量(Ｇ)を経由した内訳を表している。

減 量 化 量 最終処分量

 

図 2-3-12 発生及び処理状況の流れ図 
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第３章 業種別の調査結果 
 

第１節 建設業  

１ 概要  

建設業からの排出量は 715 千ﾄﾝで、県全体の排出量の 28.0％を占めている。  

発 生 量 有 償 物 量 （単位：千t/年） 資 源 化 量

723 8 655

排 出 量

715 自 己 減 量 化 量 減 量 化 量

(100.0%) 自己中間処理後量42 のうち、 20

40 は自己再生利用量へ（※1） (2.8%)

[42→42] 1 は搬出量へ（※2）

※1 自己再生利用量 再 生 利 用 量

40 647

 (5.6%) (90.5%)

※2 搬 出 量 そ の 他 量

675 委 託 処 理 量 20 (2.8%)

(94.4%) 675

(94.4%) 607 (84.9%)

<644>

(　)：排出量に対する割合 自己最終処分量 47 (6.6%) 最 終 処 分 量

[  ]：自己中間処理量→残さ量 47

<　>：委託中間処理量 (6.6%)  

図 3-1-1 建設業の処理・処分状況 

 

２ 排出及び処理状況  

排出量を種類別にみると、がれき類の 566 千ﾄﾝ（建設業の排出量の 79.2％）と木くずの 60 千

ﾄﾝ（同 8.3％）、汚泥の 29千ﾄﾝ（同 4.1％）で建設業全体の 91.6％を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1-2 種類別の排出量、再生利用量、最終処分量  
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紙くず 木くず
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固形不
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ゴム
くず

金属くず
ガラス陶
磁器くず

鉱さい
がれき

類
ばいじん

その他
の産業
廃棄物

715 0 29 0 0 11 1 60 0 0 10 19 566 18
(100%) (0.0%) (4.1%) (0.0%) (0.0%) (1.5%) (0.1%) (8.3%) (0.0%) (0.0%) (1.4%) (2.7%) (79.2%) (2.5%)

647 0 8 4 0 55 0 10 6 559 5
(100%) (0.0%) (1.3%) (0.5%) (0.1%) (8.5%) (0.0%) (1.5%) (0.9%) (86.3%) (0.7%)

47 1 9 4 0 1 0 0 13 7 12
(100%) (1.1%) (19.9%) (9.1%) (0.2%) (1.4%) (0.3%) (0.4%) (27.7%) (15.6%) (24.3%)

最終処分量

種類：変換
(千t/年)

排 出 量

再生利用量

そ の 他 量
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排出された 715 千ﾄﾝの処理・処分状況をみると、

20 千ﾄﾝ（2.8％）が減量化され、再生利用量は 647

千ﾄﾝ（90.5％）、最終処分量は 47千ﾄﾝ（6.6％）とな

っている。 
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合計 燃え殻 汚泥 廃油 廃酸
廃アル
カリ

廃ﾌﾟﾗｽ
ﾁｯｸ類

紙くず 木くず
繊維
くず

動植物
性残さ

動物系
固形不
要物

ゴム
くず

金属くず
ガラス陶
磁器くず

鉱さい
がれき
類

ばいじん
その他
の産業
廃棄物

715 0 29 0 0 11 1 60 0 0 10 19 566 18

再生利用量 647 8 4 0 55 0 10 6 559 5

減 量 化 量 20 12 0 0 3 0 4 0 0 1

最終処分量 47 0 9 0 5 0 1 0 0 13 7 12

そ の 他 量

種類：無変換
(千t/年)

排 出 量

注１）廃油に最終処分量が表示されているが、実際には、中間処理により燃え殻や汚泥となったものが最終処分されている。
　　　この表における再生利用量、最終処分量はこのような中間処理等による廃棄物の種類の変化を考慮していない。  

図 3-1-4 種類別の排出量に対する再生利用量、減量化量、最終処分量の構成比 

図 3-1-3 建設業の排出量に対する 
処理・処分状況の構成比  
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発生した産業廃棄物の処理・処分の流れは、図 3-1-5 のとおりである。 

(単位：千ｔ/年)
(A) (B) (S)

723 8 655

〈 100.0% 〉 〈 1.1% 〉 (E1) (R) 〈 90.6% 〉

647

《 90.5% 》

(C) (D) (E) (I)

自 己 自 己 中 間 自 己

中 間 処 理 量 処 理 後 量 最 終 処 分 量

715 42 42

〈 98.9% 〉 《 5.8% 》 《 5.8% 》

《 100.0% 》 県内：

(F) (G1) (H) 県外：

自 己

減 量 化 量

675 (J)

〈 93.4% 〉

(G) 《 94.4% 》

自 己

未 処 理 量

673

《 94.2% 》 (G)自己未処理量内訳
(G1)自己未処理自己再生利用量 (K)

(G2)自己未処理自己最終処分量 委 託

(G3)自己未処理委託中間処理量 643 処 理 量

(G4)自己未処理委託直接最終処分量 30 675

(G5)自己未処理その他量 《 94.4% 》

県内：668

県外：7

(L) (M) (M1)

委 託 委 託 中 間 委託中間処理

中 間 処 理 量 処 理 後 量 後再生利用量

644 624 607

《 90.1% 》 《 87.3% 》 《 84.9% 》

県内：638 (N) (M2)

県外：6 委 託

減 量 化 量

20

《 2.8% 》

(T) (O) (P) (Q)

委 託 直 接 委 託

最 終 処 分 量 最 終 処 分 量

20 30 47 47

〈 2.8% 〉 《 4.3% 》 《 6.6% 》 〈 6.6% 〉

《 2.8% 》 県内：29.8 《 6.6% 》

県外：0.6

注 1) 発生量等の数値は、t／年でとらえたデータを四捨五入し、千t／年で示した。
2) 〈　〉：発生量に対する割合
3) 《　》：排出量に対する割合

排 出 量

己再生利用量

最終処 分量

そ の 他

減 量 化 量

搬 出 量

委託中間処理

後最終処分量

17

《 2.4% 》

《 5.6% 》

資 源 化 量

再生利 用量
後再生利用量

自己未処理自

発 生 量 有 償 物 量

自己中間処理

40

 

図 3-1-5 建設業の発生及び処理状況の流れ図 
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第２節 製造業  

１ 概要  

製造業からの排出量は 846 千ﾄﾝで、県全体の排出量の 33.2％を占めている。  

発 生 量 有 償 物 量 （単位：千t/年） 資 源 化 量

974 128 245

排 出 量

846 自 己 減 量 化 量 減 量 化 量

(100.0%) 513 自己中間処理後量42 のうち、 554

(60.6%) 4 は自己再生利用量へ（※1） (65.5%)

[555→42] 38 は搬出量へ（※2）

※1 自己再生利用量 再 生 利 用 量

19 118

 (2.3%) (13.9%)

※2 搬 出 量 そ の 他 量

315 委 託 処 理 量 42 (4.9%)

(37.2%) 194

(22.9%) 98 (11.6%)

<153>

(　)：排出量に対する割合 自己最終処分量 54 (6.4%) 最 終 処 分 量

[  ]：自己中間処理量→残さ量 121 175

<　>：委託中間処理量 (14.3%) (20.6%)  

図 3-2-1 製造業の処理・処分状況 

 

２ 排出及び処理状況  

排出量を種類別にみると、汚泥の 551 千ﾄﾝ（製造業の排出量の 65.1％）と鉱さいの 147 千

ﾄﾝ（同 17.4％）で製造業全体の 82.5％を占めている。 
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廃棄物

846 10 551 14 7 9 23 9 20 0 7 3 0 4 40 147 1 2 1
(100%) (1.2%) (65.1%) (1.6%) (0.8%) (1.1%) (2.7%) (1.0%) (2.3%) (0.0%) (0.8%) (0.3%) (0.0%) (0.4%) (4.7%) (17.4%) (0.1%) (0.2%) (0.1%)

118 14 10 1 0 4 13 0 17 0 7 2 3 39 6 0 0
(100%) (12.0%) (8.9%) (0.9%) (0.3%) (3.2%) (10.7%) (0.4%) (14.6%) (0.1%) (5.9%) (1.8%) (2.7%) (33.0%) (5.3%) (0.3%) (0.0%)

175 11 15 3 0 0 0 0 0 1 141 1 2 1
(100%) (6.2%) (8.8%) (1.6%) (0.1%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.3%) (0.6%) (80.7%) (0.3%) (0.9%) (0.4%)

最終処分量

種類：変換
(千t/年)

排 出 量

再生利用量

そ の 他 量
 

図 3-2-2 種類別の排出量、再生利用量、最終処分量 
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排出量を業種中分類別にみると、パルプ・紙の 480 千ﾄﾝ（製造業の排出量の 56.8％）と

非鉄金属の 150 千ﾄﾝ（同 17.7％）、窯業・土石業の 66 千ﾄﾝ（同 7.8％）で製造業全体の 82.3％

を占めている。  
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業種中分類
（千t/年）

合計 食料品
飲料・
飼料

繊維 木材 家具
パルプ・

紙
印刷 化学

石油・
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輸送機
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846 32 4 2 25 1 480 1 10 1 7 0 66 14 150 7 0 5 11 25 1 0 4 0
(100%) (3.8%) (0.4%) (0.3%) (3.0%) (0.2%) (56.8%) (0.1%) (1.2%) (0.1%) (0.8%) (0.0%) (7.8%) (1.7%) (17.7%) (0.8%) (0.1%) (0.6%) (1.3%) (2.9%) (0.1%) (0.0%) (0.4%) (0.0%)

118 9 1 0 16 0 14 1 1 0 5 0 44 7 1 1 0 2 3 11 0 0 0
(100%) (7.7%) (0.6%) (0.2%) (13.8%) (0.1%) (11.8%) (0.4%) (0.8%) (0.0%) (4.5%) (0.0%) (37.8%) (5.7%) (0.4%) (1.0%) (0.3%) (1.7%) (2.9%) (9.5%) (0.4%) (0.0%) (0.4%)

175 3 0 0 9 0 0 0 3 0 1 0 6 7 141 1 0 1 1 1 0 0 0 0
(100%) (1.5%) (0.0%) (0.1%) (4.9%) (0.2%) (0.2%) (0.0%) (1.5%) (0.1%) (0.5%) (0.2%) (3.6%) (4.0%) (80.6%) (0.6%) (0.0%) (0.3%) (0.6%) (0.8%) (0.1%) (0.0%) (0.0%) (0.1%)

最 終
処 分 量

再 生
利 用 量

排 出 量

そ の 他 量
 

図 3-2-3 業種中分類別の発生量、再生利用量、最終処分量 
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排出された 846 千ﾄﾝの処理・処分状況をみると、

554 千ﾄﾝ（65.5％）が減量化され、再生利用量は

118千ﾄﾝ（13.9％）、最終処分量は 175千ﾄﾝ（20.6％）

となっている。 
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合計 燃え殻 汚泥 廃油 廃酸
廃アル
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廃ﾌﾟﾗｽ
ﾁｯｸ類

紙くず 木くず
繊維
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動植物
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動物系
固形不
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ゴム
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金属くず
ガラス陶
磁器くず

鉱さい
がれき

類
ばいじん

その他
の産業
廃棄物

846 10 551 14 7 9 23 9 20 0 7 3 0 4 40 147 1 2 1

再生利用量 118 2 19 1 2 5 13 1 17 0 7 2 3 39 6 0 0

減 量 化 量 554 515 12 5 4 6 8 2 0 0 0 0 0 0

最終処分量 175 8 17 0 0 0 3 0 0 0 0 0 1 141 1 2 1

そ の 他 量

種類：無変換
(千t/年)

排 出 量

注１）廃油、廃酸、廃アルカリに最終処分量が表示されているが、実際には、中間処理により燃え殻や汚泥となったものが最終処分されている。
　　　この表における再生利用量、最終処分量はこのような中間処理等による廃棄物の種類の変化を考慮していない。  

図 3-2-5 種類別の排出量に対する再生利用量、減量化量、最終処分量の構成比 

図 3-2-4 種類別の排出量に対する
処理・処分状況の構成比  

再生利用量
118 
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減量化量
554 

65.5%

最終処分量
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20.6%

排出量
846

（千ｔ/年）
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発生した産業廃棄物の処理・処分の流れは、図 3-2-6 に示すとおりである。 

(単位：千ｔ/年)
(A) (B) (S)

974 128 245

〈 100.0% 〉 〈 13.1% 〉 (E1) (R) 〈 25.2% 〉

118

《 13.9% 》

(C) (D) (E) (I)

自 己 自 己 中 間 自 己

中 間 処 理 量 処 理 後 量 最 終 処 分 量

846 555 42 121

〈 86.9% 〉 《 65.5% 》 《 5.0% 》 《 14.3% 》

《 100.0% 》 県内：121

(F) (G1) (H) 県外：

自 己

減 量 化 量

513 315 (J)

《 60.6% 》 〈 32.3% 〉

(G) 《 37.2% 》

自 己

未 処 理 量

292

《 34.5% 》 (G)自己未処理量内訳
(G1)自己未処理自己再生利用量 15 (K)

(G2)自己未処理自己最終処分量 119 委 託

(G3)自己未処理委託中間処理量 121 処 理 量

(G4)自己未処理委託直接最終処分量 36 194

(G5)自己未処理その他量 《 22.9% 》

県内：144

県外：50

(L) (M) (M1)

委 託 委 託 中 間 委託中間処理

中 間 処 理 量 処 理 後 量 後再生利用量

153 112 98

《 18.1% 》 《 13.2% 》 《 11.6% 》

県内：103 (N) (M2)

県外：50 委 託

減 量 化 量

42

《 4.9% 》

(T) (O) (P) (Q)

委 託 直 接 委 託

最 終 処 分 量 最 終 処 分 量

554 41 54 175

〈 56.9% 〉 《 4.8% 》 《 6.4% 》 〈 17.9% 〉

《 65.5% 》 県内：41 《 20.6% 》

県外：0

注 1) 発生量等の数値は、t／年でとらえたデータを四捨五入し、千t／年で示した。
2) 〈　〉：発生量に対する割合
3) 《　》：排出量に対する割合

排 出 量

己再生利用量

最終処 分量

そ の 他

減 量 化 量

搬 出 量

委託中間処理

後最終処分量

13

《 1.6% 》

15
《 1.8% 》

《 0.4% 》

資 源 化 量
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4

 

図 3-2-6 製造業の発生及び処理状況の流れ図 
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第３節 電気・水道業  

１ 概要  

電気・水道業からの排出量は 966 千ﾄﾝで、県全体の排出量の 37.9%を占めている。  
発 生 量 有 償 物 量 （単位：千t/年） 資 源 化 量

1,091 124 419

排 出 量

966 自 己 減 量 化 量 減 量 化 量

(100.0%) 465 自己中間処理後量20 のうち、 503

(48.1%) 5 は自己再生利用量へ（※1） (52.0%)

[485→20] 15 は搬出量へ（※2）

※1 自己再生利用量 再 生 利 用 量

5 295

 (0.5%) (30.5%)

※2 搬 出 量 そ の 他 量

496 委 託 処 理 量 38 (3.9%)

(51.4%) 492

(50.9%) 290 (30.0%)

<342>

(　)：排出量に対する割合 自己最終処分量 164 (17.0%) 最 終 処 分 量

[  ]：自己中間処理量→残さ量 4 168

<　>：委託中間処理量 (0.4%) (17.4%)

 
図 3-3-1 電気・水道業の処理・処分状況 

 

２ 排出及び処理状況  

排出量を種類別にみると、汚泥の 533千ﾄﾝ（電気・水道業の排出量の 55.1％）とその他の産

業廃棄物の 373千ﾄﾝ（同 38.6％）で電気・水道業全体の 93.7％を占めている。 

0

100

200

300

400

500

600

排出量 再生利用量 最終処分量 その他量（千ｔ/年）

燃
え
殻

汚
泥

廃
油

廃
酸

廃
ア
ル
カ
リ

廃
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
類

紙
く
ず

木
く
ず

繊
維
く
ず

動
物
系
固
形
不
要
物

ゴ
ム
く
ず

金
属
く
ず

ガ
ラ
ス
陶
磁
器
く
ず

鉱
さ
い

が
れ
き
類

そ
の
他
の
産
業
廃
棄
物

ば
い
じ
ん

動
植
物
性
残
さ

 

合計 燃え殻 汚泥 廃油 廃酸
廃アル

カリ
廃ﾌﾟﾗｽ
ﾁｯｸ類

紙くず 木くず
繊維
くず

動植物
性残さ

動物系
固形不

要物

ゴム
くず

金属くず
ガラス陶
磁器くず

鉱さい
がれき

類
ばいじん

その他
の産業
廃棄物

966 22 533 0 2 0 3 0 1 31 373
(100%) (2.3%) (55.1%) (0.0%) (0.2%) (0.0%) (0.4%) (0.0%) (0.1%) (3.3%) (38.6%)

295 7 11 0 0 3 1 3 269
(100%) (2.4%) (3.6%) (0.0%) (0.0%) (1.1%) (0.4%) (1.1%) (91.3%)

168 19 16 1 0 0 28 104
(100%) (11.5%) (9.4%) (0.6%) (0.0%) (0.0%) (16.7%) (61.8%)

最終処分量

種類：変換
(千t/年)
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再生利用量

そ の 他 量
 

図 3-3-2 種類別の排出量、再生利用量、最終処分量 
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排出された 996 千ﾄﾝの処理・処分状況をみると、

503 千ﾄﾝ（52.0％）が減量化され、再生利用量は

295千ﾄﾝ（30.5％）、最終処分量は 168千ﾄﾝ（17.4％）

となっている。  
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再生利用量 295 7 11 0 0 3 1 3 269

減 量 化 量 503 502 0 0 0

最終処分量 168 15 20 0 1 0 0 28 104

そ の 他 量

種類：無変換
(千t/年)
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図 3-3-4 種類別の排出量に対する再生利用量、減量化量、最終処分量の構成比 

図 3-3-3 種類別の排出量に対する
処理・処分状況の構成比  
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発生した産業廃棄物の処理・処分の流れは、図 3-3-5 に示すとおりである。  

(単位：千ｔ/年)
(A) (B) (S)

1,091 124 419

〈 100.0% 〉 〈 11.4% 〉 (E1) (R) 〈 38.5% 〉

295

《 30.5% 》

(C) (D) (E) (I)

自 己 自 己 中 間 自 己

中 間 処 理 量 処 理 後 量 最 終 処 分 量

966 485 20 4

〈 88.6% 〉 《 50.2% 》 《 2.1% 》 《 0.4% 》

《 100.0% 》 県内：4

(F) (G1) (H) 県外：

自 己

減 量 化 量

465 496 (J)

《 48.1% 》 〈 45.5% 〉

(G) 《 51.4% 》

自 己

未 処 理 量

482

《 49.8% 》 (G)自己未処理量内訳
(G1)自己未処理自己再生利用量 (K)

(G2)自己未処理自己最終処分量 4 委 託

(G3)自己未処理委託中間処理量 329 処 理 量

(G4)自己未処理委託直接最終処分量 148 492

(G5)自己未処理その他量 《 50.9% 》

県内：246

県外：246

(L) (M) (M1)

委 託 委 託 中 間 委託中間処理

中 間 処 理 量 処 理 後 量 後再生利用量

342 304 290

《 35.4% 》 《 31.5% 》 《 30.0% 》

県内：98 (N) (M2)

県外：244 委 託

減 量 化 量

38

《 3.9% 》

(T) (O) (P) (Q)

委 託 直 接 委 託

最 終 処 分 量 最 終 処 分 量

503 150 164 168

〈 46.1% 〉 《 15.6% 》 《 17.0% 》 〈 15.4% 〉

《 52.0% 》 県内：148 《 17.4% 》

県外：2

注 1) 発生量等の数値は、t／年でとらえたデータを四捨五入し、千t／年で示した。
2) 〈　〉：発生量に対する割合
3) 《　》：排出量に対する割合

排 出 量

己再生利用量

最終処 分量

そ の 他

減 量 化 量

搬 出 量

委託中間処理

後最終処分量

14

《 1.5% 》

《 0.5% 》

資 源 化 量

再生利 用量
後再生利用量

自己未処理自

発 生 量 有 償 物 量

自己中間処理

5

 

図 3-3-5 電気・水道業の発生及び処理状況の流れ図 
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第４節 その他の業種  

その他の業種（情報通信業、運輸業、卸・小売業、物品賃貸業、学術研究・専門サー

ビス業、生活関連サービス業、教育・学習支援業、医療・福祉、サービス業）は、令和

2 年度の秋田県産業廃棄物実態調査報告書でとりまとめた結果をもとに、令和 3 年度経

済センサス活動調査（総務省）を用いて推計した。 

 

１ 概要  

その他の業種からの排出量は 23 千ﾄﾝで、県全体の排出量の 0.9％となっている。  

 

発 生 量 有 償 物 量 （単位：千t/年） 資 源 化 量

24 2 11

排 出 量

23 自 己 減 量 化 量 減 量 化 量

(100.0%) 0 自己中間処理後量0 のうち、 10

(0.7%) 0 は自己再生利用量へ（※1） (41.8%)

[0→0] 0 は搬出量へ（※2）

※1 自己再生利用量 再 生 利 用 量

0 9

 (0.1%) (40.7%)

※2 搬 出 量 そ の 他 量

23 委 託 処 理 量 9 (41.1%) 0

(99.2%) 23 (0.1%)

(99.1%) 9 (40.6%)

<22>

(　)：排出量に対する割合 自己最終処分量 4 (17.4%) 最 終 処 分 量

[  ]：自己中間処理量→残さ量 4

<　>：委託中間処理量 (17.4%)  

図 3-4-1 その他の業種の処理・処分状況 
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２ 排出及び処理状況  

排出量を種類別にみると、全体的に発生量は少なく、廃プラスチック類の 8 千ﾄﾝ、感

染性産業廃棄物を含むその他の産業廃棄物の 6 千ﾄﾝ、汚泥の 3 千ﾄﾝ、廃油の 2 千ﾄﾝでほ

とんどを占めている。 
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23 0 3 2 0 0 8 0 0 0 2 0 1 6
(100%) (0.0%) (12.5%) (10.8%) (1.4%) (1.0%) (34.9%) (0.1%) (0.7%) (0.0%) (7.9%) (1.4%) (3.2%) (26.0%)

9 0 0 1 0 0 5 0 0 2 0 1 0
(100%) (0.6%) (2.1%) (10.9%) (1.2%) (0.3%) (54.3%) (0.3%) (0.4%) (17.0%) (1.8%) (7.8%) (3.2%)

4 1 1 1 0 0 0 0 0 1
(100%) (20.5%) (21.8%) (28.3%) (1.5%) (0.0%) (5.5%) (3.6%) (0.4%) (18.3%)

0 0 0 0
(100%) (14.3%) (66.7%) (19.0%)

最終処分量

種類：変換
(千t/年)

排 出 量

再生利用量

そ の 他 量
 

図 3-4-2 種類別の排出量、再生利用量、最終処分量 
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排出された 23 千ﾄﾝの処理・処分状況をみると、10 千ﾄﾝ（41.8％）が減量化され、再生

利用量は 9 千ﾄﾝ（40.7％）、最終処分量は 4 千ﾄﾝ（17.4％）となっている。 
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要
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排
出
量
に
対
す
る
割
合

 

合計 燃え殻 汚泥 廃油 廃酸
廃アル

カリ
廃ﾌﾟﾗｽ
ﾁｯｸ類

紙くず 木くず
繊維
くず

動植物
性残さ

動物系
固形不

要物

ゴム
くず

金属くず
ガラス陶
磁器くず

鉱さい
がれき

類
ばいじん

その他
の産業
廃棄物

23 0 3 2 0 0 8 0 0 0 2 0 1 6

再生利用量 9 0 0 1 0 0 5 0 0 2 0 1 0

減 量 化 量 10 2 1 0 0 2 0 0 4

最終処分量 4 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 1

そ の 他 量 0 0 0 0

種類：無変換
(千t/年)

排 出 量

注１）廃酸に最終処分量が表示されているが、実際には、中間処理により燃え殻や汚泥となったものが最終処分されている。
　　　この表における再生利用量、最終処分量はこのような中間処理等による廃棄物の種類の変化を考慮していない。  

図 3-4-3 種類別の排出量に対する再生利用量、減量化量、最終処分量の構成比 
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発生した産業廃棄物の処理・処分の流れは、図 3-4-4 のとおりである。 

(単位：千ｔ/年)
(A) (B) (S)

24 2 11

〈 100.0% 〉 〈 7.0% 〉 (E1) (R) 〈 44.9% 〉

9

《 40.7% 》

(C) (D) (E) (I)

自 己 自 己 中 間 自 己

中 間 処 理 量 処 理 後 量 最 終 処 分 量

23 0 0

〈 93.0% 〉 《 1.6% 》 《 0.9% 》

《 100.0% 》 県内：4

(F) (G1) (H) 県外：

自 己

減 量 化 量

0 23 (J)

《 0.7% 》 〈 92.2% 〉

(G) 《 99.2% 》

自 己 0

未 処 理 量 《0.1% 》

22

《 98.4% 》 (G)自己未処理量内訳
(G1)自己未処理自己再生利用量 0 (K)

(G2)自己未処理自己最終処分量 委 託

(G3)自己未処理委託中間処理量 22 処 理 量

(G4)自己未処理委託直接最終処分量 1 23

(G5)自己未処理その他量 0 《 99.1% 》

県内：246

県外：246

(L) (M) (M1)

委 託 委 託 中 間 委託中間処理

中 間 処 理 量 処 理 後 量 後再生利用量

22 12 9

《 95.5% 》 《 54.4% 》 《 40.6% 》

県内：98 (N) (M2)

県外：244 委 託

減 量 化 量

9

《 41.1% 》

(T) (O) (P) (Q)

委 託 直 接 委 託

最 終 処 分 量 最 終 処 分 量

10 1 4 4

〈 38.9% 〉 《 3.6% 》 《 17.4% 》 〈 16.2% 〉

《 41.8% 》 県内：148 《 17.4% 》

県外：2

注 1) 発生量等の数値は、t／年でとらえたデータを四捨五入し、千t／年で示した。
2) 〈　〉：発生量に対する割合
3) 《　》：排出量に対する割合

3

《 13.8% 》

減 量 化 量 最終処 分量

0
《 0.0% 》

そ の 他

委託中間処理

後最終処分量

0

《 0.1% 》

排 出 量

自己未処理自
搬 出 量

己再生利用量

発 生 量 有 償 物 量 資 源 化 量

自己中間処理
再生利 用量

後再生利用量

 

図 3-4-4 その他の業種の発生及び処理状況の流れ図 
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第４章 農業・鉱業を含めた産業廃棄物 
 

第１節 農業からの産業廃棄物  

農業からの産業廃棄物については、郵送によるアンケート調査は行わず、県の資料に

基づいて取りまとめた。 

対象廃棄物は、畜産農業からの家畜ふん尿と施設園芸農業からの農業用廃プラスチッ

クであり、以下のとおり排出量の現状をとらえた。 

家畜ふん尿の排出量は、令和 4 年の畜種別の飼養頭羽数（県関係部局資料）と令和元

年度の畜種別の飼養頭羽数及び排出量（令和 2 年度秋田県産業廃棄物実態調査報告書）

から推計した。 (999 千ﾄﾝ：表 4-1-1) 

また、「秋田県家畜排せつ物利用促進計画（H28.4）」を基に排出量の 60%を再生利用

量とした。  

農業用廃プラスチックについては、県の隔年調査資料から令和 2 年度における秋田県

の年間排出量（803 ﾄﾝ：表 4-1-2）を用いた。  

 

表 4-1-1 畜種別ふん尿排出量 

乳用牛 3,857 頭 66 -- --
肉用牛 19,610 頭 182 -- --
豚 270,890 頭 636 -- --
採卵鶏 2,337 千羽 106 -- --
肉鶏 180 千羽 8 -- --

計 --  999 399 599

飼養頭羽数
排出量

（千t/年）
減量化量

（千t/年）
再生利用量
（千t/年）

 

 

 

表 4-1-2 農業用廃プラスチック排出量 

(単位：ｔ/年)

排出量 再生処理 埋立処理 焼却処理 その他

農業用廃プラスチック 803 528 128 94 53  
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第２節 鉱業からの産業廃棄物  

（令和 2 年度 秋田県産業廃棄物実態調査報告書より抜粋）  

１ 概要  

鉱業からの産業廃棄物は、農業を除く他の業種と同様にアンケート調査により取りま

とめた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 4-2-1 鉱業の処理・処分状況 
 

２ 排出及び処理状況  

排出量を種類別にみると、汚泥の 48 千ﾄﾝ（鉱業の排出量の 99.3％）がほぼ全量を占

めている。 
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合計 燃え殻 汚泥 廃油 廃酸
廃アル

カリ
廃ﾌﾟﾗｽ
ﾁｯｸ類

紙くず 木くず
繊維
くず

動植物
性残さ

動物系
固形不

要物

ゴム
くず

金属くず
ガラス陶
磁器くず

鉱さい
がれき

類
ばいじん

その他
の産業
廃棄物

48 48 0 0 0 0 0 0
(100%) (99.3%) (0.5%) (0.0%) (0.1%) (0.0%) (0.0%) (0.0%)

25 25 0
(100%) (99.9%) (0.1%)

0 0 0 0 0 0 0 0
(100%) (16.6%) (73.4%) (0.7%) (3.3%) (0.3%) (0.7%) (5.0%)

最終処分量

種類：変換
(千t/年)

排 出 量

再生利用量

そ の 他 量
 

図 4-2-2 種類別の排出量、再生利用量、最終処分量 

発 生 量 有 償 物 量 （単位：千t/年） 資 源 化 量

49 0 26

排 出 量

48 自 己 減 量 化 量 減 量 化 量

(100.0%) 22 自己中間処理後量25 のうち、 23

(46.0%) 25 は自己再生利用量へ（※1） (47.0%)

[48→25] 0 は搬出量へ（※2）

※1 自己再生利用量 再 生 利 用 量

25 25

 (52.4%) (52.4%)

※2 搬 出 量 そ の 他 量

1 委 託 処 理 量 0 (0.9%)

(1.6%) 1

(1.6%) 0 (0.1%)

<1>

(　)：排出量に対する割合 自己最終処分量 0 (0.6%) 最 終 処 分 量

[  ]：自己中間処理量→残さ量 0

<　>：委託中間処理量 (0.6%)
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排出された 48 千ﾄﾝの処理・処分状況をみると、23 千ﾄﾝ（47.0％）が減量化され、再

生利用量は 25 千ﾄﾝ（52.4％）、最終処分量は 0.3 千ﾄﾝ（0.6％）となっている。 
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合計 燃え殻 汚泥 廃油 廃酸
廃アル

カリ
廃ﾌﾟﾗｽ
ﾁｯｸ類

紙くず 木くず
繊維
くず

動植物
性残さ

動物系
固形不

要物

ゴム
くず

金属くず
ガラス陶
磁器くず

鉱さい
がれき

類
ばいじん

その他
の産業
廃棄物

48 48 0 0 0 0 0 0

再生利用量 25 25 0

減 量 化 量 23 22 0 0 0

最終処分量 0 0 0 0 0 0 0

そ の 他 量

種類：無変換
(千t/年)

排 出 量

注１）廃油に最終処分量が表示されているが、実際には、中間処理により燃え殻や汚泥となったものが最終処分されている。
　　　この表における再生利用量、最終処分量はこのような中間処理等による廃棄物の種類の変化を考慮していない。  

図 4-2-3 種類別の排出量に対する再生利用量、減量化量、最終処分量の構成比 
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第３節 農業・鉱業を含めた排出量  

農業・鉱業を含めた令和 4 年度の排出量は、3,598 千ﾄﾝである。  

表 4-3-1 農業・鉱業を含めた排出量（業種別・種類別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

汚泥
1,165
32.4%

動物のふん尿
999

27.8%

がれき類
569

15.8%
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の産業

廃棄物

398
11.1%

鉱さい
147

4.1%

木くず
80

2.2%

ガラス陶磁器

くず59
1.6%

その他
182

5.1%

排出量
3,598

（千ｔ/年）

          

農業
999

27.8%

電気・水道業
966

26.9%

製造業
846

23.5%

建設業
715

19.9%

鉱業
48

1.3%

その他の業種
23

0.6%

排出量
3,598

（千ｔ/年）

 

図 4-3-1 農業・鉱業を含めた種類別排出量 図 4-3-2 農業・鉱業を含めた業種別排出量 

（単位：千t/年）

発 生 量 有 償 物 量 資 源 化 量

3,860 262 1,956

排 出 量

3,598 減 量 化 量

(100.0%) 1,509
(41.9%)

再 生 利 用 量

1,694
(47.1%)

最 終 処 分 量

396
(　)：排出量に対する割合 (11.0%)  

図 4-3-3 農業・鉱業を含めた処理・処分状況 

(単位：千ｔ/年)

業　種

種　類

合計 3,598 (100%) 999 48 715 846 966 23

33 (0.9%) 0 10 22 0

1,165 (32.4%) 48 29 551 533 3

17 (0.5%) 0 0 14 0 2

7 (0.2%) 0 7 0

9 (0.3%) 9 0

44 (1.2%) 1 0 11 23 2 8

10 (0.3%) 1 9 0

80 (2.2%) 60 20 0 0

0 (0.0%) 0 0

7 (0.2%) 7

3 (0.1%) 3

0 (0.0%) 0 0 0

19 (0.5%) 0 10 4 3 2

59 (1.6%) 0 19 40 0

147 (4.1%) 147 0

569 (15.8%) 0 566 1 1 1

動物のふん尿 999 (27.8%) 999 0

33 (0.9%) 2 31

その他の産業廃棄物 398 (11.1%) 0 18 1 373 6
（注1）表中の「0」は1ｔ以上500ｔ未満で、空欄は1ｔ未満。

（注2）千ｔ未満を四捨五入したため、内訳の計が合計に一致しないものがある。
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第５章 産業廃棄物の移動状況 
 

産業廃棄物の移動状況のうち、県内発生分については産業廃棄物実態調査から委託処理

に関する結果について中間処理及び最終処分の目的別と県内外別、種類別に集計し、県外

から県内に搬入される分については、県内産業廃棄物処分業者が県及び秋田市に報告した

産業廃棄物処分実績報告書を基に中間処理及び最終処分の目的別と地域別、種類別に集計

を行った。  

 

第１節 産業廃棄物の移動状況の概要  

県内で発生し委託処理された産業廃棄物は、858 千ﾄﾝが県内で中間処理されており、

303 千ﾄﾝが県外で中間処理、219 千ﾄﾝが県内で最終処分となっている。また、県外で最終

処分された量は 3 千ﾄﾝであり、県外搬出分の 1％未満である。 

県外から搬入される産業廃棄物は 183 千ﾄﾝであり、中間処理が 168 千ﾄﾝ、最終処分が

15 千ﾄﾝとなっている。 

県内から県外に搬出される産業廃棄物は、7 割以上が石炭火力発電所から排出される

燃え殻やばいじんで、その多くがセメント原材料として再利用されている。  

 
 

表 5-1-1 産業廃棄物の移動状況（概要） 

 

 

 

 

 

表 5-1-2 産業廃棄物の移動状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注：中間処理には再生利用を含む。また中間処理後の残さが最終処分される場合もあるが、その  

     量は計上していない。最終処分は中間処理を経ずに直接最終処分された量を計上している。  

（単位：千t/年）

県内 → 県内 858 (79.6%) 219 (20.4%) 1,077 (100.0%)

県内 → 県外 303 (99.1%) 3 (0.9%) 306 (100.0%)

県外 → 県内 168 (92.0%) 15 (8.0%) 183 (100.0%)

中間処理 最終処分 合計

（単位：千t/年）

中間処理 最終処分 計 中間処理 最終処分 計

燃え殻 17 17 1 0 2

汚泥 11 11 7 9 16

廃油 3 3 26 26

廃酸 3 3 8 8

廃アルカリ 5 5 11 11

廃プラスチック類 11 0 11 73 3 76

紙くず 0 0 0 0 1

木くず 0 0 2 0 2

繊維くず 0 0 0 0 0

動植物性残さ 0 0 1 1

動物系固形不要物 3 3

ゴムくず 0 0

金属くず 1 0 1 0 0 0

ガラス陶磁器くず 1 1 2 6 1 7

鉱さい 6 6 0 0 0

がれき類 2 0 2 1 0 2

ばいじん 0 2 2 2 0 2

その他の産業廃棄物 239 0 239 30 1 30

合計 303 3 306 168 15 183

県外への搬出 県内への搬入
産業廃棄物の種類
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第２節 県外への搬出状況  

県外に搬出される産業廃棄物を地方ブロック別にみると、北海道への搬出量が 123 千

ﾄﾝで最も多く、次いで、東北地方が 113 千ﾄﾝ、韓国が 66 千ﾄﾝ等となっている。 

また、種類別にみると、その他の産業廃棄物が 239 千ﾄﾝで最も多く、次いで、燃え殻

が 17 千ﾄﾝ、汚泥と廃プラスチックがそれぞれ 11 千ﾄﾝ等となっている。 

更に、処理目的別にみると、ほぼ全量が中間処理目的であり、最終処分目的（中間処

理を経ずに最終処分）は、3 千ﾄﾝ程度となっている。 

 

表 5-2-1 県外への搬出状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

表 5-2-2 県外への搬出状況（中間処理目的） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千t/年）

北海道 東北 関東 中部 近畿 中国・四国 九州・沖縄 韓国

燃え殻 3 15 0 17 (5.7%)

汚泥 10 0 0 0 0 11 (3.6%)

廃油 1 1 0 0 3 (0.9%)

廃酸 3 0 0 0 3 (1.1%)

廃アルカリ 5 0 0 5 (1.7%)

廃プラスチック類 0 11 0 0 0 11 (3.7%)

紙くず 0 0 (0.0%)

木くず 0 0 (0.0%)

繊維くず 0 0 (0.0%)

動植物性残さ 0 0 0 (0.1%)

動物系固形不要物 3 3 (0.8%)

ゴムくず

金属くず 1 0 1 (0.3%)

ガラス陶磁器くず 0 1 0 0 1 (0.4%)

鉱さい 5 1 6 (2.1%)

がれき類 2 2 (0.6%)

ばいじん 0 0 (0.1%)

その他の産業廃棄物 120 54 0 0 66 239 (78.9%)

123 110 4 1 0 0 66 303 (100.0%)

(40.5%) (36.4%) (1.2%) (0.3%) (0.0%) (0.0%) (21.6%) (100.0%)
合計

合計

（単位：千t/年）

北海道 東北 関東 中部 近畿
中国・
四国

九州・
沖縄

韓国

燃え殻 3 15 0 17 (5.6%)

汚泥 10 0 0 0 0 11 (3.6%)

廃油 1 1 0 0 3 (0.9%)

廃酸 3 0 0 0 3 (1.1%)

廃アルカリ 5 0 0 5 (1.7%)

廃プラスチック類 0 11 0 0 0 11 (3.6%)

紙くず 0 0 (0.0%)

木くず 0 0 (0.0%)

繊維くず 0 0 (0.0%)

動植物性残さ 0 0 0 (0.1%)

動物系固形不要物 3 3 (0.8%)

ゴムくず

金属くず 1 0 0 1 (0.3%)

ガラス陶磁器くず 0 2 0 0 2 (0.6%)

鉱さい 5 1 6 (2.0%)

がれき類 2 2 (0.6%)

ばいじん 2 2 (0.8%)

その他の産業廃棄物 120 54 0 0 66 239 (78.2%)

123 113 4 1 0 0 66 306 (100.0%)

(40.1%) (36.9%) (1.2%) (0.3%) (0.0%) (0.0%) (21.4%) (100.0%)
合計

合計
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表 5-2-3 県外への搬出状況（最終処分目的） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 県内への搬入状況  

県内に搬入される産業廃棄物を地方ブロック別にみると、東北地方からの搬入量が 85

千ﾄﾝで最も多く、次いで、関東地方が 82 千ﾄﾝ、中部地方が 11 千ﾄﾝ等となっている。 

また、種類別にみると、廃プラスチック類が 76 千ﾄﾝで最も多く、次いで、その他の産

業廃棄物（混合物）が 30 千ﾄﾝ、廃油が 26 千ﾄﾝ、汚泥が 16 千ﾄﾝ等となっている。 

更に、処理目的別にみると、中間処理目的が 168 千ﾄﾝであり、最終処分目的（中間処

理を経ずに最終処分）は 15 千ﾄﾝとなっている。  

 

表 5-3-1 県内への搬入状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千t/年）

北海道 東北 関東 中部 近畿
中国・
四国

九州・
沖縄

燃え殻 1 1 0 2 (0.8%)

汚泥 0 14 2 0 0 16 (8.5%)

廃油 0 18 5 3 0 26 (14.4%)

廃酸 0 7 0 1 0 8 (4.1%)

廃アルカリ 9 1 1 11 (6.2%)

廃プラスチック類 1 17 57 1 76 (41.3%)

紙くず 0 0 1 (0.3%)

木くず 0 2 0 2 (1.1%)

繊維くず 0 0 0 (0.1%)

動植物性残さ 1 1 (0.4%)

動物系固形不要物

ゴムくず 0 0 (0.0%)

金属くず 0 0 0 0 0 (0.2%)

ガラス陶磁器くず 0 6 1 7 (3.9%)

鉱さい 0 0 0 (0.3%)

がれき類 0 1 1 2 (0.9%)

ばいじん 1 1 0 0 0 0 2 (1.0%)

その他の産業廃棄物 1 11 11 5 1 0 30 (16.5%)

3 85 82 11 1 0 0 183 (100.0%)

(1.7%) (46.3%) (44.8%) (6.3%) (0.7%) (0.2%) (0.1%) (100.0%)

合計

合計

（単位：千t/年）

北海道 東北 関東 中部 近畿 中国・四国 九州・沖縄 韓国

燃え殻

汚泥

廃油

廃酸

廃アルカリ

廃プラスチック類 0 0 (0.2%)

紙くず

木くず

繊維くず

動植物性残さ

動物系固形不要物

ゴムくず

金属くず 0 0 0 (0.1%)

ガラス陶磁器くず 1 1 (21.5%)

鉱さい

がれき類 0 0 (0.2%)

ばいじん 2 2 (77.3%)

その他の産業廃棄物 0 0 0 (0.6%)

3 0 0 3 (100.0%)

(99.9%) (0.1%) (0.1%) (100.0%)
合計

合計
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表 5-3-2 県内への搬入状況（中間処理目的） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5-3-3 県内への搬入状況（最終処分目的） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5-3-4 地方ブロック  

 

 

 

 

 

ブロック名 都道府県名

北海道 北海道

東北 青森県、岩手県、宮城県、山形県、福島県、新潟県

関東 茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県

中部 富山県、石川県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県

近畿 滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県

中国・四国 鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県

九州・沖縄 福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県

（単位：千t/年）

北海道 東北 関東 中部 近畿
中国・
四国

九州・
沖縄

燃え殻 0 1 1 (0.9%)

汚泥 0 5 2 0 0 7 (3.9%)

廃油 0 18 5 3 0 26 (15.6%)

廃酸 0 7 0 1 0 8 (4.5%)

廃アルカリ 9 1 1 11 (6.8%)

廃プラスチック類 1 17 55 1 73 (43.4%)

紙くず 0 0 0 (0.1%)

木くず 0 1 0 2 (0.9%)

繊維くず 0 0 (0.0%)

動植物性残さ 1 1 (0.5%)

動物系固形不要物

ゴムくず 0 0 (0.0%)

金属くず 0 0 0 0 0 (0.2%)

ガラス陶磁器くず 0 5 0 6 (3.5%)

鉱さい 0 0 0 (0.3%)

がれき類 0 1 1 1 (0.8%)

ばいじん 1 1 0 0 0 2 (1.0%)

その他の産業廃棄物 1 11 11 4 1 0 30 (17.6%)

3 74 78 11 1 0 0 168 (100.0%)

(1.6%) (44.1%) (46.6%) (6.6%) (0.8%) (0.2%) (0.1%) (100.0%)

合計

合計

（単位：千t/年）

北海道 東北 関東 中部 近畿
中国・
四国

九州・
沖縄

燃え殻 0 0 0 (0.5%)

汚泥 9 0 0 9 (61.3%)

廃油

廃酸

廃アルカリ

廃プラスチック類 0 2 3 (17.4%)

紙くず 0 0 0 (2.1%)

木くず 0 0 0 (2.5%)

繊維くず 0 0 0 (0.9%)

動植物性残さ

動物系固形不要物

ゴムくず

金属くず 0 0 (0.6%)

ガラス陶磁器くず 0 1 1 (8.2%)

鉱さい 0 0 (0.0%)

がれき類 0 0 (1.2%)

ばいじん 0 0 0 0 (1.5%)

その他の産業廃棄物 0 0 1 (3.7%)

0 11 3 0 15 (100.0%)

(2.6%) (71.7%) (23.8%) (1.9%) (100.0%)

合計

合計
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第６章 産業廃棄物の推移 
 

第１節 令和 3 年度実績との比較 

１ 排出量 

排出量は 18 千ﾄﾝ増加している。業種別にみると製造業、建設業が増加し、電気・水道

業は減少しており、景気回復等の影響の一方で、人口減少が影響していると推察される。 

種類別にみると、主要な種類は増加し、特にがれき類やその他の産業廃棄物の増加が

大きくなっている。 

なお、「その他の産業廃棄物」は混合物が増加しており、石炭火力発電所の新施設が稼

働したことに伴い、ばいじんと燃え殻を一緒に合わせた状態（混合物）で排出されるよ

うになったことが影響している。 

 

表 6-1-1 排出量 

（単位：千t）

令和3年度 令和4年度 増減（R4-R3)

2,532 2,550 18

電 気 ・ 水 道 業 1,034 966 -68

製 造 業 822 846 24

建 設 業 652 715 63

そ の 他 24 23 -1

（単位：千t）

令和3年度 令和4年度 増減（R4-R3)

2,532 2,550 18

汚 泥 1,145 1,117 -29

が れ き 類 505 569 64

その他の産業廃棄物 438 398 -40

鉱 さ い 150 147 -2
そ の 他
（ 上 記 以 外 ）

295 320 25

排 出 量 計

排 出 量 計

 

 

 

２ 再生利用量 

再生利用量はほぼ横ばいで推移している。業種別にみると建設業が増加し、電気・水

道業と製造業は減少となっている。  

種類別にみると、がれき類、木くずが増加し、ガラス陶磁器くずやその他の産業廃棄

物は減少している。がれき類の増加にあたっては、再生利用率の高い建設業の排出量が

増加したこと等が影響している。 
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表 6-1-2 再生利用量 

（単位：千t）

令和3年度 令和4年度 増減（R4-R3)

1,068 1,069 1

建 設 業 589 647 59

電 気 ・ 水 道 業 341 295 -46

製 造 業 129 118 -11

そ の 他 10 9 -1

（単位：千t）

令和3年度 令和4年度 増減（R4-R3)

1,068 1,069 1

が れ き 類 499 561 62

その他の産業廃棄物 319 275 -44

木 く ず 62 72 10

ガラス陶磁器 くず 52 45 -7
そ の 他
（ 上 記 以 外 ）

136 116 -20

再 生 利 用 量 計

再 生 利 用 量 計

 
 

３ 最終処分量 

最終処分量は 19 千ﾄﾝ増加しており、業種別にみると電気・水道業と建設業で増加して

いる。  

種類別にみると、特にその他の産業廃棄物（混合物等）の増加が大きくなっている。

石炭火力発電所から排出されるその他の産業廃棄物（混合物）は前述のとおりであり、

ばいじんの最終処分量が減少し、その他の産業廃棄物（混合物）の最終処分量が増加し

ている。  

表 6-1-3 最終処分量 

（単位：千t）

令和3年度 令和4年度 増減（R4-R3)

376 395 19

製 造 業 182 175 -7

電 気 ・ 水 道 業 155 168 13

建 設 業 35 47 13

そ の 他 4 4 0

（単位：千t）

令和3年度 令和4年度 増減（R4-R3)

376 395 19

鉱 さ い 145 141 -4

その他の産業廃棄物 112 117 5

汚 泥 43 42 -2

燃 え 殻 38 31 -7
そ の 他
（ 上 記 以 外 ）

37 64 26

最 終 処 分 量 計

最 終 処 分 量 計
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第２節 目標の達成状況  

第 4 次秋田県循環型社会形成推進基本計画（令和 3 年 3 月策定）の数値目標は次のと

おりである。なお、今回調査した令和 4 年度の実績値は、排出量の目標は達成している

が、最終処分量の目標は未達成となっている。 

 

＜数値目標（令和 7 年度）＞ 
 
・産業廃棄物の排出量：2,680 千ﾄﾝ 
 
・産業廃棄物の最終処分量：393 千ﾄﾝ 

 

 

表 6-2-1 産業廃棄物に関する現況と数値目標（農業・鉱業に係るものを除く） 

年度 目標

項目 令和3年度 令和4年度 令和7年度

排出量 （千t/年） 2,532 2,550 2,680

最終処分量 （千t/年） 376 395 393

実績
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第７章 意識調査結果 
 

 秋田県で産業廃棄物の排出事業者等に対して、電子マニフェストの利用状況及び県への

要望等についてアンケート調査を実施し、392 事業所から回答があり、その結果を以下に

整理した。  

 

第１節 電子マニフェストの利用状況について  

■貴事業所では、「電子マニフェストシステム」を利用していますか。 

「システムは利用しない」を選択した場合、利用しない理由についてご回答ください。（複

数回答） 

 

電子マニフェストシステムの利用状況についてまとめると、以下のとおりである。  

「システムを利用するか、利用しないかは、わからない」が 31.5％、「システムを利用し

ている」が 29.5％、「システムは利用しない」が 22.2％、「電子マニフェストシステムを知

らない」が 6.2％、「補助等の支援があれば、システムを利用したい」が 5.2％、「システム

の利用を予定、又は検討している」が 3.4％となっている。（図 7-1-1） 

 なお、「システムは利用しない」と回答した事業所のうち、システムを利用しない理由と

しては「現状として問題がない」が 61.6％で最も多く、次いで「取引先で導入されていな

い」が 44.2％、「排出量が少ない。又は取引先が少ない」が 36.0％、「コストの問題がある」

が 15.1％となっている。（図 7-1-2） 

 

29.5%

3.4%

5.2%

22.2%

31.5%

6.2%

2.1%

0% 10% 20% 30% 40%

1．システムを利用している。

2．システムの利用を予定、又は検討している。

3．補助等の支援があれば、システムを利用したい。

4．システムは利用しない。

5．システムを利用するか、利用しないかは、わからない。

6．電子マニフェストシステムを知らない。

無回答

 

図 7-1-1 電子マニフェストシステムの利用状況 
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36.0%

44.2%

1.2%

15.1%

0.0%

61.6%

7.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

A．排出量が少ない。又は取引先が少ない。

B．取引先で導入されていない。

C．独自システムで管理している。

D．コストの問題がある。

E．システムが難しくて分からない。

F．現状として問題がない。

G．その他

無回答

 

図 7-1-2 電子マニフェストシステムを利用しない理由 

 

表 7-1-1 電子マニフェストシステムの利用状況 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　排出量ランク
　内容

1t未満
1t以上

10t未満
10t以上

100t未満
100t以上

1000t未満
1000t以上 計

 1．システムを利用している。 6 (11.8%) 3 (17.6%) 19 (25.3%) 39 (34.8%) 47 (35.6%) 114 (29.5%)

 2．システムの利用を予定、又は検討している。 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (1.3%) 2 (1.8%) 10 (7.6%) 13 (3.4%)

 3．補助等の支援があれば、システムを利用したい。 0 (0.0%) 1 (5.9%) 6 (8.0%) 6 (5.4%) 7 (5.3%) 20 (5.2%)

 4．システムは利用しない。 14 (27.5%) 5 (29.4%) 22 (29.3%) 27 (24.1%) 18 (13.6%) 86 (22.2%)

 5．システムを利用するか、利用しないかは、わから
ない。

16 (31.4%) 7 (41.2%) 19 (25.3%) 35 (31.3%) 45 (34.1%) 122 (31.5%)

 6．電子マニフェストシステムを知らない。 8 (15.7%) 1 (5.9%) 8 (10.7%) 3 (2.7%) 4 (3.0%) 24 (6.2%)

 無回答 7 (13.7%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (0.8%) 8 (2.1%)

計 51 (100.0%) 17 (100.0%) 75 (100.0%) 112 (100.0%) 132 (100.0%) 387 (100.0%)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　排出量ランク
　内容（複数回答）

1t未満
1t以上

10t未満
10t以上

100t未満
100t以上

1000t未満
1000t以上 計

 A．排出量が少ない。又は取引先が少ない 9 (64.3%) 5 (100.0%) 6 (27.3%) 9 (33.3%) 2 (11.1%) 31 (36.0%)

 B．取引先で導入されていない 0 (0.0%) 0 (0.0%) 11 (50.0%) 14 (51.9%) 13 (72.2%) 38 (44.2%)

 C．独自システムで管理している 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (3.7%) 0 (0.0%) 1 (1.2%)

 D．コストの問題がある 0 (0.0%) 0 (0.0%) 3 (13.6%) 3 (11.1%) 7 (38.9%) 13 (15.1%)

 E．システムが難しくて分からない 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

 F．現状として問題がない 6 (42.9%) 2 (40.0%) 16 (72.7%) 14 (51.9%) 15 (83.3%) 53 (61.6%)

 G．その他 0 (0.0%) 0 (0.0%) 3 (13.6%) 1 (3.7%) 2 (11.1%) 6 (7.0%)

 無回答 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

計 14 (100.0%) 5 (100.0%) 22 (100.0%) 27 (100.0%) 18 (100.0%) 86 (100.0%)

「G．その他」主な内容
・処分を委託する時に紙の引き継ぎ票が必要なため
・作業員がシステムを理解できない
・運搬業者が対応していないため  
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第２節 県への要望等について  

■自由記載（県への要望等） 

産業廃棄物等の減量化・リサイクル、適正処理等を推進するにあたり、県への要望等があ

ればご記入ください。  

 

県への要望等についてまとめると、以下のとおりである。 

 

表 7-2-1 県への要望 

 主な内容  

電子マニフェスト  

について（7 件）  

電子マニフェストシステムを利用しているが、収集運搬業者や処分業者で利用していない業者

も多いため県からの補助等の支援で利用促進を図ってほしい。  

秋田県内の収集運搬業者及び処理業者で電子マニュフェスト未導入業者がまだ多いのが現

状である。  

業務の効率化を進め ていくうえで電子マニュフェスト化が不可欠であり、県としても電子マニュ

フェスト導入に向けて引き続き指導してほしい。  

秋田県内では電子マニフェストに移行できる環境が 70 件程度にとどまっている。工事業者、処

分業者を含めて運用移行は官主体の半ば強制力によるものと判断する。現状は排出事業者

に対する調査等多分に重複しているので調査ものが減ることを期待し、強力な指導を期待す

る。  

電子マニフェストを使用したいと思い、昨年導入しようとしたが、収集運搬業者・ 処分業者が導

入しておらず 使用できなかった。  

まず は収集運搬業者・ 処分業者の導入をほぼ 100％にしてもらえるよう県には努力してほし

い。  

年間にマニフェストに割く時間が、出す側と処分する側でかなりの時間となるため 、改善できる

よう期待している。  

いず れカーボ ンニュートラルになることを考えると紙マニフェストの複写式は一体どうなるの

か。  

また、電子マニフェストを導入したくとも取引先で導入している企業がほとんどない。紙と併用

するのが一番面倒なので、やるなら義務化してほしい。  

都市部であればシステムを導入し電子化しているが地方都市の場合取引額が少なく費用が掛

かることから取引先で導入されていないのが現状であるため 、行政で電子化導入を義務化す

る方向を検討してほしい  

産業廃棄物処理業者の電子マニフェストシステム（ e-reverse）加入につ いて推進してほしい。  

調査・報告に  

ついて（4 件）  

マニフェスト交付状況報告および多量排出事業者の処理計画書・ 実施書は、秋田市、秋田市

を除く秋田県で分けて報告し ているので、フォローアップ調査が「 秋田市を含む 県内すべて」 を

対象としているならば、調査依頼に明確に記載してほし い。  

集計レベルや各種コードを統一したうえで、秋田市および秋田市を除く秋田県へのマニフェス

ト交付状況報告および多量排出事業者報告等と統合して 1 回の報告で完結するようにしてほ

しい。（双方軽減）  

調査票その２記入フォームの簡素化をお願いしたい。記入方法（ どの記入場所に記入したら良

いのか） がむ ずかしく、また、あてはまらない物も多く理解ができない。  

秋田県環境保全センターの使用許可申請も秋田県電子申請・届出サービスに対応し てほし

い。  

制度・体制の構築  

について（13 件）  

廃棄物焼却炉灰を使用した 埋戻し材を作成する為（ 来年度完成） 県のリサイクル認定を検討

中です。県のご協力、支援があると 助かる。  

委託事業にしないで県内でキチンと考え、キチンと情報収集と有効利用することで、県内に何

が必要で何が問題なのかを県で行う事業に役立ててほし い。  

収集運搬、中間処理、最終処分、再資源化まで一括処理できる業者を増やしてほしい。  

再生資源としてリサイクル可能施設が少なく、中間処理場に委託したとしても選別、破砕後再

委託先が埋立場になることが多いので、リサイクル率を上げる取組を してほしい。  

リサイクル率の高い事業者や再生資源敷設への県外からの排出時に際し、事前協議などの

手続きの省略や規制緩和をしてほしい。  

処理業者等への  

指導につ いて  

（4 件）  

優良認定業者が増えるような廃棄物処理業者の育成・ 指導を支援してほしい。  

廃棄物の処理及び清掃に関する法律に則った適正処理を指導してほしい。  
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制度・体制の構築  

について（13 件）  

廃石綿の無害化処理施設を設けてほしい。  

懸念される処分場不足への対応につ いて検討してほしい。  

資源循環（ 熱回収含め ）再資源化を県内へ展開・ 処理施設の拡充を検討してほしい。  

製品を納入する国外ユーザーから、取引条件に関して廃棄物の『 ゼロウェスト』『ゼ ロエミッショ

ン』が求め られ、最終処分【 埋め 立て】 から【 再資源化】 へ処分委託契約を移行する事により、

産廃処分費用が大幅に増える傾向にある。その内訳で運搬コストの占める割合は大きく、廃

棄物を溶融固化し人工骨材にして再資源化できる企業は、ほとんどが県外にある事から、

「SDGs」 の最終目標年度に向けた取り組みとしても、県内に再資源化できる企業を誘致するな

どを検討してほしい。  

SDGs、カーボンニュートラルと、言葉ばかりが先行している感があるが、プラスチック ゴミが環

境汚染の元凶となっているように、当社から排出される産業廃棄物も金属くずの有価物を除け

ば、約９割が廃プラスチックである。県内には当社と似通った事情を抱える事業者が少なから

ず存在すると思うが、民間事業者の自助努力に委ねるだけではなく、県には先進的取組みと

して RPF の廃棄物固形燃料化プラントを立ち上げる等、地域で発生したものは地域で処理す

る仕組みづくりを具現化するような姿勢を示してほしい。  

秋田県全体で浄水発生土の有効利用を図るため 、溶融スラグのようなリサイクルを進める制

度や体制を整備してほしい。  

助成支援に  

ついて（6 件）  

廃プラのリサイクル施設増設の推進及び助成支援等を検討してほしい。  

環境配慮（ エコ・ バイオ） 原料は価格が高いが、現状は容器価格に反映してもらえない。また、

専用の設備が必要で高額リサイクル出来ない状況である。  

環境負荷の少ない製品の研究、開発や、リサイクル認定製品の普及等に対する支援 してほし

い。  

産業廃棄物をリサイクルするにあたり、処理費を援助する制度などがあれば教えてほしい。  

廃棄物処理費が年々上昇しているが、製品価格に添加し にくい状況のため 、廃棄物発生量の

削減し寄与する投資などに対し、補助金などの支援をしてほしい。  

廃棄物の減量及びリサイクルの技術開発・施設整備への補助・ 融資制度の拡充  

現在ある廃棄物業者に対し、リサイクル施設設置の支援をして欲しい。  

施策の整備に  

ついて（8 件）  

リサイクルは環境保護と資源の有効活用に有効と考えますので引き続き推進してほしい。  

県の廃棄物処理、リサイクルに関してはレベルが高いとは言えない。産業廃棄物の適正処理

は企業としても有効に使って欲しいと思っているものの、費用面・ 環境負荷を考えると、リサイ

クルするものの資源化や別利用に関して更に進んだ取り組みを作ってもらいたい。  

当事業所では、毎年 270ｔ廃プラがで る。廃プラが欲しい業者もいると思われるため、県でマッ

チング業務をしてほしい。  

リサイクル事業者紹介マップ作成してもらいたい。  

ガラス・ 陶磁器くず を原材料する再生砕石や造粒土等のリサイクル利用を推進してほしい。  

県施設でのリサイクル率を上げてほしい。  

埋立処分の廃棄物を減らし てほしい。  

廃棄物の量を減らし、リサイクルを進める仕組みづくりや見える化  

塗装工事での塗料等の処分や左官工事の洗い水等につ いて、環境汚染・不法投棄にならな

いようにどんな方法があるか情報提供をしてほしい。  

排出者向けや処理業者向けのセミナーが少ないので、もっと実施してほしい。  

処分業者のリサイクルの取組状況（ リサイクル率・ 埋立率等） を纏めた資料（ 一覧表）を掲示し

てほしい。  

減量化・ リサイクル、適正処理の具体的な方策に関する研修会を実施してほしい。  

優良な廃棄物処理業者の育成・ 支援、業者の情報を公開してほしい。  

医薬品製造で使用するピロー包装などのプラスチック、アルミの複合物が多く廃棄するため、

プラスチック、金属の複合物のままリサイクル可能な産業廃棄物業者が秋田県内にあれば、

工場廃棄品のリサイクル化率が格段に良くなるため、そのような処分業者が いたら 情報提供し

てほしい。  

産業廃棄物処理、適正処理全般の研修会を実施してほしい。  

汚泥をリサイクルしてくれる処理業者を教えてほしい。  

廃油 (切削油 )の廃棄量が増加傾向で、処理費用も年々増している。廃油のリサイクルまたは

活用方法があれば参考に教えて ほしい 。  

リサイクル処分可能な産廃業者が少ないので情報展開してほしい。  

酒粕を食材・ 調味料として活用できるような商品の開発、広報 を実施してほしい。  

ごみ減量化・ 分別も自治体で違うのはおかしい。せめて県での取り組みをもっと県民に知って

もらい示してほしい。  

舗装工事におけるクラック抑制シート貼付工をやめてほしい。中間処理で廃棄物となり費用が

発生して企業負担になっている。  
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最終処分場が愛知県の業者となっている為、委託業者に運賃がかかる。県内に同様の設備

があればありがたい。  

木製パレットの処分に経費がかかっている。木製パレットから  ペレットを作成し、バイオマス

燃料等に活用できる技術がある。  

木製パレットを安価で引き取り、リサイクルできれば、 SDGs にも関連した地球にも優しく企業

にも、環境にもよい Win-Win のサイクルが作られるので、ぜひ環境を整えてほしい。  

 

 

表 7-2-2 県への提案、意見等 

主な内容  

秋田県内での中間処理施設が少ない  

中間処理費用より埋立費用が安くなるため 、埋立場に委託することが多い  

酒粕や焼酎粕はその季節に出るもので、年間一定に排出するものではないのですが、現在は家畜の飼料代も高

騰していると聞いているので、酒造会社と畜産会社が win-win になるような、つ ながりが出来たらいいと思う。  

工業製品を包む もの、食品を包む もの等種類は多岐に渡りますが、分別等してリサイクルできないでしょうか。  

ストレッチフィルムをリサイク ルする仕組みがあればよい。  

情報は県内外どこにいても共有できるが、そこにある廃棄物は現場を見なければならない。  

一般可燃物の処分場につ いても熱回収により電力エネルギー変換できる施設の検討・ 市町村への展開は出来な

いか。  

資材の運搬に使用するパレット（ ポリプロピレン製）につ いて、お金を掛けて処分するのではなくリサイクル出来る

回収方法が出来ないか。  
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